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1. 緒言 
 

1.1. 研究の背景 

現在，スマートフォンに代表される高機能携帯端末が急速に普及しつつある．このよう

な携帯端末に対して，インターネットサービス，高品質な動画や音楽のコンテンツ配信サ

ービス，同時双方向性を活かしたゲームサービスなど，さまざまなサービスが提供されて

いる．しかも，このような携帯端末が普及期に入ったいまでは，これらのサービスは『何

時でも，何処でも，誰とでも』に提供できることが要請されている．このようなサービス

を安定的に提供するためには，高速伝送を実現する通信インフラが必要不可欠である． 
高速伝送の要請に対して，これまでにモバイル通信システムでは技術を向上させること

で伝送速度の高速化を図ってきた．2001 年には，第 3 世代の携帯電話システムとして，符

号分割多重方式（CDMA：Code Division Multiple Access）を基盤とした Wideband-CDMA
方式が運用開始され，最高 2Mbps の伝送速度を実現した．2006 年には，第 3.5 世代の携帯

電話システムとして，W-CDMAにパケット通信を導入した HSDPA（High Speed Downlink 
Packet Access）方式が運用開始され，最高 14.4Mbps の高速伝送を実現した．そして，2010
年には，第 3.9 世代の携帯電話システムとして，直交周波数分割多重方式（OFDM：

Orthogonal Frequency Division Multiplexing）を基盤とした LTE（Long Term Evolution）
が商用運用され，最高 100Mbps 伝送が現実的なものになってきた．さらに，次世代である

第 4 世代の携帯電話システムとして，LTE を踏襲しつつ性能を向上した LTE-Advanced が

開発され，最高 1Gbps 伝送を目標に技術革新がなされてきた．この LTE-Advanced は，2015
年ごろの運用開始が予定されている． 
前述したスマートフォンの急速な普及により，モバイル通信システムにおいて通信され

るトラフィック量が急激に増大している．このトラフィック量の増大に対して，携帯電話

システムには，システム全体の伝送速度である平均スループットの向上が強く求められて

いる．第 4 世代の携帯電話システムでは，周波数あたりの平均スループットに相当する周

波数利用効率を第 3 世代携帯電話システムより改善することがその要求条件の 1 つとして

挙げられており，その要求条件を達成するべく開発が進められてきた． 
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1.1.1. 無線伝送方式の変遷 
モバイル通信システムでは，その通信技術を向上させることで伝送速度の高速化を図っ

てきた．図 1-1 に移動度に対する伝送速度の関係を表した携帯電話システムの変遷を示す． 
第 1 世代の携帯電話システムは，1980 年代にアナログ FM 伝送方式を用いて音声通話の

サービスを提供するシステムとして導入された．この第 1 世代では，周波数帯域を細かく

区切り，その 1 つの帯域に 1 つの通話を割り当てる周波数分割多重方式（FDMA：Frequency 
Division Multiple Access）方式が採用された．次に 1990 年代に，デジタル伝送方式を用

いた第 2 世代の携帯電話システムが導入され，音声通話に加えて数十 kbps のデータ通信サ

ービスが提供された．この第 2 世代携帯電話システムでは，同一周波数の電波を複数の時

間スロットに分割し，その時間スロットに端末を割り当てる時間分割多重方式（TDMA：

Time Division Multiple Access）方式が採用されている．この世代では世界の地域により伝

送方式が異なり，日本では PDC（Personal Diginal Cellular）方式が，欧州では GSM（Global 
System for Mobile cellular）方式が標準方式として用いられている． 
そして，2000 年代になると，第 3 世代の携帯電話システムとして世界で統一された標準

方式である IMT-2000 が導入され，数百～数 Mbps 伝送のデータ通信を実現することで高

速化が図られてきた．この IMT-2000 のうちの代表的な方式の 1 つが符号分割多重方式

（CDMA：Code Division Multiple Access）を基盤とした Wideband-CDMA（W-CDMA）

方式である．この W-CDMA では，端末数の増大やデータ通信の高速化に対応するために，

同一の周波数および時間スロットにおいて端末毎に異なる拡散符号を使って多重する

CDMA 方式が採用されている． 
さらに，2000 年代半ばには，IMT-2000 を改良した方式として第 3.5 世代携帯電話シス

テムが導入され，十数 Mbps 伝送となるデータ通信サービスの高速化が図られた．この第

3.5世代携帯電話システムの1つがW-CDMAを改良したHSPA（High Speed Packet Access）
方式であり，最高 14.4Mbps の高速データ通信が実現できる．この HSPA では，W-CDMA
を基盤技術としてパケット通信の概念を導入し，誤り訂正符号化と再送技術を組み合わせ

た誤り制御技術や，伝送品質の高速フィードバックに基づく適応変調および無線リソース

割当制御技術（スケジューリング）などにより高速伝送を実現している． 
そして，2010 年代初頭に，第 3 世代携帯電話システムを更に進化させた LTE（Long Term 

Evolution）が導入され，さらなる高速伝送が図られてきた．この LTE は，第 4 世代携帯

電話システムへのスムースな移行を目的に新たに開発された方式であり，第 3.9 世代の携帯

電話システムと呼ばれている．この LTE では，CDMA 方式より効率的な伝送が可能な直交

周波数分割多重方式（OFDM：Orthogonal Frequency Division Multiplexing）が採用され，

HSPA 同様パケット通信技術などを用いることにより，最高 100Mbps 伝送が現実的なもの

となってきた．さらに，第 4 世代携帯電話システムでは，この LTE を踏襲しつつ更に性能

向上した LTE-Advanced が開発され，最高 1Gbps 伝送を目標に技術開発がなされてきた．

この LTE-Advanced は 2015 年ごろの運用開始が予定されている． 
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図 1-1 携帯電話システムの変遷 
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ラフィック量の急激な増大に対して通信システム全体の伝送速度である平均スループット

の向上が必要となる．また，周波数は有限な資源であるため効率的に利用することが要求

されている．つまり，平均スループットの向上には，周波数あたりの平均スループットで

ある周波数利用効率の向上が強く要求されている．図 1-2 に各携帯電話システムの周波数
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世代携帯電話システムでは，第 3 世代携帯電話システムに対して周波数利用効率の 3 倍以
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図 1-2 周波数利用効率の変遷 
 
 
1.1.3. 携帯電話システムにおける標準化動向 
第 3 世代以降の携帯電話システムは，世界で統一された規格標準化がなされている．携

帯電話システムの国際的な標準化団体である 3GPP（3rd Generation Pertnership Project）
において，第 3 世代以降の携帯電話システムの標準化活動が行われている．この 3GPP で

は，第 3 世代の携帯電話システムとして W-CDMA を，第 3.5 世代として HSPA の規格標

準化が行われてきた．この 3GPP において標準化された W-CDMA は，国際電気通信連合 無
線通信部門 ITU-R（International Telecomunication Union Radiocomunication sections）
が定める第 3 世代携帯電話システムである IMT-2000 の 1 方式として採用されている． 

そして 3GPP では，第 3 世代携帯電話システムから第 4 世代へのスムースに移行を実現

するために，第 3.9 世代携帯電話システムとして第 3 世代を進化させた LTE を 2005 年か

ら開発し，規格標準化が行われてきた． 
そして，2008 年に ITU-R から第 4 世代携帯電話システムの策定に向けた要求条件が提示

され，この第 4 世代携帯電話システム策定に応じるために 3GPP では，LTE を拡張するこ

とで高速・大容量化を実現する LTE-Advanced の開発，標準化が進められてきた．3GPP
では，2008 年から LTE-Advanced のシステム全体の検討が開始され，2009 年から本格的

な技術開発がなされてきた．そして，この LTE-Advanced は ITU-R の定める第 4 世代携帯

電話システムである IMT-Advanced の要求条件を満たしていることからその規格の 1 つと

して採用が承認されている．  
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図 1-3 携帯電話システムの標準化動向 
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1.2. 研究の目的および内容 

1.2.1. 研究の目的 
LTE および LTE-Advanced システムでは，基地局から端末への基本伝送方式として第 3

世代携帯電話システムで用いられている W-CDMA 方式より周波数利用効率の高い OFDM
方式が用いられ，適応制御や無線リソース割当制御（スケジューリング）などの技術を付

加することで平均スループットの向上を図っている．図 1-4 に基地局から端末への通信に

おける基本伝送方式の構成を示す．図 1-4 において，送信側である基地局装置における処

理としては，送信データをターボ符号による誤り訂正符号化，その符号化データを QPSK，

16QAM，64QAM へのデータ変調処理，変調データを IFFT 処理し，Cyclic prefix を挿入

することで OFDM 信号を生成し，アンテナから送信する．受信側の処理としては，アンテ

ナで受信した信号から Cyclic prefix を除去してから FFT 処理を行い，復調処理を行い，復

号化処理を行い，受信データを得る．また，端末側において伝送品質の測定を行い，その

情報を送信側である基地局に通知して，その伝送品質情報に基づいて誤り訂正符号化の符

号化率と変調方式を制御することで適応変調を実現する．このようにこの基本伝送方式で

は，多重アクセス方式，適応変調制御，誤り制御，無線リソース割当制御（スケジューリ

ング）などを適用することでスループットの向上を図れる．しかし，このような技術を用

いても基本伝送方式の送受信が１対１の構成では，これ以上のスループットの大きな向上

は望めない． 
 

 
 

図 1-4 基本伝送方式（OFDM の場合） 
 
そこで本研究は，スループット向上に限界のあるこの基本伝送方式について，送信部と
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1.2.2. 研究の内容 
本研究では，携帯電話システムにおける平均スループットの向上を目的にして，マルチ

ポイント協調通信における 3 つの構成について論じる．具体的には，第１の研究では送受

信双方に複数アンテナを備える MIMO（Multiple Input Multiple Output）通信，第 2 の

研究では複数の無線中継局が配置された無線中継通信，第 3 の研究では一つの端末に対し

て複数の基地局を使って通信する基地局間協調通信について，新しい手法による平均スル

ープットの向上方法を提案する．ここで図 1-5 に携帯電話システムにおけるこれら提案の

マルチポイント協調通信の概念図を示す．図 1-5 では，BS は基地局（Base Station），MT
は端末（Mobile Terminal），RS は中継局（Relay Station）を示し，各基地局 BS は有線に

よりネットワーク側と通信し，端末 MT および中継局 RS は無線伝送により基地局 BS と通

信し，また端末 MT と中継局 RS 間も無線伝送により通信する．次に，これら提案するマル

チポイント協調通信である MIMO 通信，無線中継通信，基地局間協調通信について説明す

る． 
 

 
図 1-5 携帯電話システムにおけるマルチポイント協調通信 
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(1) MIMO 通信 
MIMO 通信は，送受信双方に複数のアンテナを備えるマルチポイント通信である．モバ

イル通信では，マルチパス干渉により受信信号波形に歪が生じるためスループットが低下

してしまう．MIMO 通信では，送受信双方に複数アンテナを用いることで空間ダイバーシ

ティを利用でき，複数アンテナから異なるデータを送信することでスループットを向上す

ることができる．携帯電話システムにおいて，この MIMO 通信を適用して伝搬路状況に応

じた適応制御を導入することで更なるスループットの向上が図れる．しかしながら，その

導入に伴う制御信号が必要となり伝送効率の低下を引き起こす．第 1 の研究では，適応制

御を行う対象を複数まとめて処理することで効率の改善とスループット向上の両立を図る

新しい方法を提案する． 
 
(2) 無線中継通信 
無線中継通信は，基地局から遠い場所や建物内など基地局からの電波状況が悪い端末に

対して，基地局からの信号を中継通信することでスループットを向上することができる．

端末では基地局からの経路と中継局からの経路といった複数の経路を利用できるため，無

線中継通信はマルチポイント通信である．そして，中継局を複数設置することで多くの端

末において恩恵が得られるため平均スループットの向上が図れる．しかしながら，中継局

を複数設置することで中継局間が相互に干渉を与えてしまいスループットの低下を引き起

こしてしまう．第 2 の研究では，中継局が基地局からの信号を受信しているタイミングで

はその送信を停止している点に着目して，基地局から中継局に信号送信するタイミングを

制御する新しい構成により基地局間干渉を低減しスループットの向上を図る方法を提案す

る． 
 
(3) 基地局間協調通信 
基地局間協調通信は，MIMO 通信における送信点の概念を基地局に拡大したマルチポイ

ント通信である．1 つの端末に対して複数の基地局が協調して送信することでスループット

を向上できる．特に，各基地局がカバーする領域（セル）の境界では，従来では干渉であ

った信号を所望信号として受けられるためスループットが向上する．このような協調送信

を制御するために，複数の基地局に関するチャネル状態を端末側で測定し，基地局側に報

告する必要がある．この時，複数のチャネル状態を報告する端末は，そうでない端末に比

べて，基地局における送信割当処理で扱われる機会が増えるため，過剰に割り当てられて

しまう可能性がある．第 3 の研究では，複数の基地局による協調通信において，チャネル

状態を報告する数を考慮して，信号の送信割当を制御する新しい方法により効率を低下さ

せずにセル境界のスループットの向上を図る方法を提案する． 
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1.3. 本論文の構成 

本論文の構成を説明する．まず本章（第 1 章）において，研究の背景および目的を述べ

る．そして，第 2 章から第 4 章において本論文が提案するマルチポイントの協調通信に関

してそれぞれ異なる手法によるスループットの向上法について述べる．そして，第 5 章に

おいて，それら各提案技術を総合的に評価し結論を述べる． 図 1-6 に本論文の構成の概要

を示す．本章の第 1.2 節で述べたように，本論文の目的は携帯電話システムにおける平均ス

ループットの向上である．この目的に対してマルチポイント協調通信の 3 つの構成である

MIMO 通信，無線中継通信，基地局間協調通信について第 2 章から第 4 章においてそれぞ

れ論じる．これらの各マルチポイント協調通信における課題とその解決方法によるスルー

プット向上について述べる．以下では，第 2 章，第 3 章，第 4 章の構成を示す． 
 

 
 

図 1-6 本論文の構成の概要 
 
第 2 章では，協調制御を用いた MIMO 通信におけるスループット向上について述べる．

MIMO 通信は，基地局と端末の双方に複数アンテナを備えることで送信点と受信点が複数

存在するマルチポイント通信であり，受信側の信号処理によって分離できる複数の経路（ス

トリーム）を使って別々のデータを送信することでスループットの向上を実現する技術で

ある．また，送信側と受信側を協調させることで更なる高速化が達成できる．MIMO 通信

制御情報量の削減に
よる効率改善

ﾏﾙﾁﾎﾟｲﾝﾄ
協調通信の
構成方法

基本伝送方式のみでは実現できない平均スループットの向上課題と目的

無駄な制御情報を
削減して効率改善

着眼点

提案方法

多数の中継局設置時の
干渉を低減

複数基地局利用端末へ
の偏った割当を解消

複数ストリームを
まとめて制御

送信タイミングを
基地局間で制御

送受信双方に
複数アンテナの使用

複数の中継局を設置
1端末に対して複数の

基地局から送信

端末の接続基地局数に
応じた割当を制御

干渉の低減による
受信品質の改善

単一基地局接続端末へ
の割当を増大

性能向上
の要因

２章：MIMO通信 ３章：無線中継通信 ４章：基地局間協調通信

５章：マルチポイント協調通信の総合的評価、結論

基本伝送方式を複数組み合わせるマルチポイント協調通信の提案本論文の着想

１章
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におけるチャネル状態に応じた適応制御方法には，ストリーム独立制御（MCW：Multiple 
Code Word）とストリーム共通制御（SCW：Single Code Word）がある．また，MIMO 通

信ではストリーム間の干渉を抑圧する必要があり，送信側の技術にプリコーディング送信，

受信側の技術に干渉キャンセラ受信 SIC（Successive Interference Canceller）がある．第

2 章では，この MIMO 通信の適応制御である MCW と SCW について，その性能を最大限

に引き出すためにMCWにはSICを組み合わせ，SCWにはプリコーディングを組み合わせ，

さらに制御情報を含めたスループット性能の評価手法を提案して評価する．その結果，

MCW では高 SINR 環境において MIMO チャネルを最大限活用できるが，一方で低 SINR
環境における性能劣化と適応制御に要するオーバーヘッドの増加が課題である．そこで，4
アンテナ送信 4 アンテナ受信の MIMO 通信において，2 ストリームに 1 つの CW を割り当

て，CW 数を減らした MCW を提案する．さらに，ストリーム間の品質差を考慮して 1CW
を最適な 2 ストリームに割り当てることで，制御オーバーヘッドをほとんど上昇させずに

性能を向上させる方法を提案する．この提案方式を，LTE の通信フォーマットを用いて定

量的な評価を行い，その有効性を示す． 
 
第 3 章では，協調制御を用いた無線中継通信システムにおけるスループットの向上につ

いて述べる．無線中継通信は，基地局と端末間の通信を，無線中継基地局（以下中継局と

省略）を介して無線中継する通信技術である．送受信間を複数の経路で接続されるマルチ

ポイント通信であり，品質の良い経路を選択して通信することで，スループットの向上を

図ることができる．また，ワイヤー敷設など設置費用が高い基地局に比べて，安価な中継

局を複数設置することで，伝送性能を増大させることが検討されている．しかし，中継局

を複数設置することで中継局間が相互に干渉を与えスループット低下を引き起こす問題が

発生する．本章ではこの問題を解決するために，基地局から中継局にデータ送信するタイ

ミングを中継局間で制御する 2 つの方式を提案し，中継局間の干渉を抑えてスループット

の向上を図る．これは，中継局が基地局からのデータを受信しているタイミングでは，そ

の中継局はデータ送信を停止していることに着目したものである．提案方式 1 では，基地

局から中継局に信号を送信するタイミングを基地局間で異なったタイミングに設定し，同

一基地局から信号を受信する複数の中継局において同じタイミングで送信を停止すること

で，基地局に接続する端末において高い干渉低減効果が得られる．また提案方式 2 では，

基地局から中継局に信号を送信するタイミングを中継局間で異なったタイミングに設定し，

中継局間で異なったタイミングで送信を停止することで，中継局に接続する端末において

高い干渉低減効果が得られる．この提案方式について複数のセルを用いたマルチセル環境

でのシステムシミュレーションにより受信 SINR を定量的に評価する．その結果，基地局

間干渉の低減効果を大きく得ることができ，受信 SINR を改善できる．また，受信 SINR
が改善することで，スループットが向上することを合わせて示す．これにより，基地局に

接続する端末における干渉低減効果が大きい提案方式１がスループット向上に有効である
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ことを示す．ここでは，LTE-Advanced で検討された中継システムの緒元を用いて定量的

な評価を行っている． 
 
第 4 章では，基地局間協調通信におけるスループット向上について述べる．基地局間協

調通信は，MIMO 通信における基地局の複数アンテナを複数の基地局に拡大したマルチポ

イント通信である．１つの端末に対して複数の基地局が協調してデータ送信することでス

ループットを向上できる．特に，基地局エリア境界の端末において基地局間で発生する干

渉が抑えられるため，スループットの向上が期待される．このような協調送信では，複数

の基地局に関するチャネル状態を端末側で測定して，基地局側に報告する必要がある．こ

の時，複数のチャネル状態を報告する端末は単一のチャネル状態を報告する端末に比べて

基地局の送信割当処理において割り当てられる割合が大きくなり，端末間の公平性が保た

れなくなりセル平均のスループットの向上が制限されてしまう．本章では，端末の割当機

会の公平性を確保し，かつ平均スループットを向上させるスケジューリングアルゴリズム

の提案を行う．提案アルゴリズムでは，チャネル状態の報告数を用いた重みづけを導入す

ることで，複数基地局のチャネル状態を報告する端末への過剰な割当を抑制し，他の端末

における割当不足による平均スループットの低下を改善する．この提案アルゴリズムをマ

ルチセル環境でのシステムシミュレーションにより定量的に評価する．この結果，セル境

界のスループットを向上できることを明らかにする．ここでは，LTE-Advanced で検討さ

れた基地局間協調通信システムの緒元を用いて定量的な評価を行っている． 
 
なお本研究は，3GPP において 2005 年から検討が開始された LTE，および 2008 年から

検討が開始された LTE-Advanced の標準化活動に際して行われた技術開発に関する研究で

ある．第 1 の MIMO 通信に関する提案は LTE 開発におけるもので，その当時には移動通

信システムに MIMO通信技術を導入することは最新技術であったため先行技術がない状況

であった．また第 2 の無線中継通信に関する提案と第 3 の基地局間協調通信に関する提案

は LTE-Advanced 開発におけるものであり，無線通信システムにこれらの技術を導入する

際にシステム全体の観点から検討された先行技術がない状況であった．このように本研究

は，LTE および LTE-Advanced といった新しい無線通信システムを構築していく際におい

て，その通信システムに新しい技術を導入する最新の技術検討に関する研究である． 
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2. MIMO 通信システムにおける協調通信に関する研究 

2.1. はじめに 

第 1 章で述べたように，モバイル通信システムではスループットの向上が求められてい

る．スループットとは伝送速度を示すものであり，周波数効率と使用する周波数帯域幅の

乗算により算出される．つまり，スループットの向上は，周波数効率の向上もしくは周波

数帯域幅の拡大により実現が可能である．しかしながら，周波数は有限の資源であるため，

容易に帯域幅を拡大することは難しい．そこで，効率的な伝送による周波数効率の向上が

求められている．本研究では，周波数効率の観点からスループットの向上について述べる． 
基地局と端末の各無線回線のスループットの改善手法の１つに MIMO 通信[2-1][2-2]が

ある．MIMO 通信は，送受信双方において複数アンテナを用いた無線伝送方法である．送

受信双方の複数アンテナ間には，複数の入出力ポイントからなる MIMO チャネルが形成さ

れる．この MIMO チャネルを使い，受信側の信号処理により分離可能な複数の経路（スト

リーム）に異なるデータを伝送することでスループットを向上することができる． 
モバイル通信システムにおいてこの MIMO通信を適用することでスループットの向上が

期待できるが，チャネル（伝搬路）状況が時々刻々変化する通信環境のため，その状況に

応じた送信パラメータの適応制御がスループット向上のために必要不可欠である．しかし

ながら，MIMO 通信における適応制御では，受信側で測定したチャネル状態に関する報告

信号や，送信データを受信する際に必要となる制御信号により，伝送効率の低下を引き起

こすことが懸念される． 
本研究では，モバイル通信システムにおいて MIMO 通信の適応制御によるスループット

向上を図る．まず，MIMO 通信の適応制御方法としてストリーム独立制御とストリーム共

通制御について，その性能を最大限に引き出すためにストリーム独立制御には受信側のス

トリーム間干渉抑圧技術である干渉キャンセラ受信を組み合わせ，ストリーム共通制御に

は送信側のストリーム間干渉抑圧技術であるプリコーディング送信を組み合わせ，さらに

制御情報を含めたスループット性能の評価手法を提案して評価する．その評価結果をもと

に 4 アンテナ送信 4 アンテナ受信の MIMO 通信において 2 ストリームをまとめて制御する

方法を提案するとともに，最適な 2 ストリームをまとめて制御する方法を提案する．スル

ープットの定量的な評価には，3GPP LTE システムの緒元を用いる[2-3]．なお，本研究は

著者の論文[2-4]( copyright©2007 IEICE)をまとめたものである． 
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2.2. MIMO 通信システム 

MIMO 通信は送信側および受信側の双方に複数のアンテナを備えたマルチポイント通信

である．送受信の複数アンテナ間には MIMO チャネルが形成される．この MIMO チャネ

ルは受信側の信号処理によって複数の仮想的な経路に分離することができる．この経路は

ストリームと呼ばれている．そして，複数のストリームにおいてそれぞれ異なるデータを

同時に送信することで，周波数帯域を拡大することなくスループットを向上できる．つま

り，MIMO 通信は周波数効率を向上できる伝送方法である． 
従来のモバイル通信システムではチャネル状態に応じて送信パラメータを制御する適応

制御技術を用いることでスループットの向上が図られる．MIMO 通信においてもこの適応

制御技術を適用することで，更なるスループットの向上が期待できる．従来の適応制御で

は，回線品質に応じて送信データを効率的に伝送できる送信パラメータの制御が行われて

いる．例えば，受信データが所要誤り率を満たすように回線品質に応じた送信データの誤

り耐性能力を制御，つまり，送信データの変調方式と誤り訂正符号化（チャネル符号化）

の符号化率の組合せである MCS（Modulation and Coding Scheme）の制御がある．MIMO
通信における適応制御では，この送信データに関するパラメータ制御に加えてチャネル状

態に応じた MIMO チャネルの空間的な制御が可能となる．基本的な MIMO チャネルの制

御方法は次のようになる．まず，受信側において MIMO チャネルのチャネル状態を測定し

て，その測定結果を送信側に報告する．送信側では報告されたチャネル状態に基づいて適

応制御を行う．例えば，MIMO チャネルによる伝送効率が最大となるように送信アンテナ

のビーム形成の制御などが該当する．ここで，適応制御において同一の MCS により制御さ

れる送信データの単位をコードワード CW（Code Word）と呼ぶ． 
 
2.2.1. MIMO 通信システムにおける適応制御方法 

MIMO 通信システムにおける適応制御は，複数の CW を有するか，単一の CW を有する

かにより 2 種類に大別できる．複数 CW を有する適応制御方法が MCW（Multiple CW）

であり，単一 CW を有する制御方法が SCW（Single CW）である．MCW では，複数 CW
をそれぞれストリームに対応づけることにより，ストリーム毎独立に MCS を制御できる．

一方で，SCW では，全ストリームに 1 つの CW を割り当てることで，ストリーム共通に

MCS を制御する． 
 
MCW 

MCW では，複数ストリームにおいてそれぞれ個別の CW を送信する．送信情報データ

系列を送信ストリーム数に分割し，分割した各データ系列に対して，送信するストリーム

の状況に応じて送信処理を行うことで複数 CW を生成する．MCW は各ストリームの状況

に応じて MCS を柔軟に制御できるため，高いスループット特性を実現できる[2-5][2-6]． 
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図 2-1 は MCW における基地局の送信側のブロック図である．まず始めに，送信情報デ

ータ系列を直列/並列（S/P）変換により送信ストリーム数に分割する．分割されたデータ系

列は各ストリームで送信する CW のデータ系列に相当する．適応制御部は端末から報告さ

れたストリーム毎の品質情報（SINR）に基づいて各 CW の MCS を選択する．分割された

各データ系列に対して，適応制御部で選択された MCS を適用して各 CW を生成する．CW
生成には，受信側で誤り検出を行う CRC の付加，ターボ符号によるチャネル符号化処理，

レートマッチング処理による符号化率の制御，変調処理が含まれる．適応制御部で選択さ

れた MCS には，チャネル符号化の符号化率と変調方式が含まれている．この選択された符

号化率により，符号化率制御の処理においてレートマッチング処理による符号化率の制御

を行い．選択された変調方式により変調処理を行う．最終的に変調されたシンボル数は各

CW で同一とする．このため，S/P 変換で分割するデータ数は，各 CW に対して適用される

MCS，CRC ビット数などを考慮して導出されている．各 CW は，IFFT 処理により OFDM
変調され，各アンテナから送信される． 
 

 
図 2-1 MCW における送信ブロック図 

 
 
SCW 

SCW では，単一 CW を複数ストリームに分散配置して送信する．送信情報データ系列に

対して，ストリームの平均的な品質に応じた送信処理を行うことで単一のCWを生成する．

その CW を送信ストリーム数に分割し，各ストリームに配置して送信する．単一の CW に

対して適応制御を行うため，ストリーム間で共通の適応制御を行うことと等価である．SCW
は，全ストリームを用いて単一 CW の受信処理を行うので，受信側では空間ダイバーシテ

ィが得られる．また，MCW に比べて CW あたりの符号長が長くなるので，高い符号化利

得も得られる． 
図 2-2 は SCW における基地局の送信側のブロック図である．適応制御部は端末から報
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告された全ストリーム平均の品質情報（SINR）に基づいて CW の MCS を選択する．送信

情報データ系列に対して，適応制御部で選択された MCS を適用して CW を生成する．CW
生成では，MCW における各 CW 生成と同様に処理を行う．SCW では，1 回の送信で生成

される CW は 1 つである．その CW を S/P 変換により送信ストリーム数に分割する．分割

された変調シンボル数は，各ストリームで同一である．各分割シンボル列は IFFT 処理によ

り OFDM 変調され各アンテナから送信される． 
 
 

 
図 2-2 SCW における送信ブロック図 

 
 
2.2.2. ストリーム間干渉抑圧技術 

MIMO 通信では，一般に各ストリームが相互に干渉する．このため，各送信ストリーム

をそれぞれ精度良く受信するためには，何かしらの方法によりストリーム間干渉を抑圧す

る必要がある．一般的に，Zero Forcing や MMSE などの線形フィルタを用いた MIMO 受

信処理によってストリーム間干渉を抑圧し，ストリームを分離する．しかし，これらの受

信処理ではストリーム間干渉の抑圧効果が十分でなく，他にストリーム間干渉抑圧技術を

適用することで受信特性の改善が期待できる．例えば，送信側の技術としてプリコーディ

ング送信があり，受信側の技術として干渉キャンセラ受信などがある． 
 
プリコーディング送信 

MIMO 通信システムにおけるプリコーディング送信では，変調シンボルに対してプリコ

ーディング行列により重み付け送信を行う．プリコーディング送信された信号が MIMO チ

ャネルを通過することで空間的なビームを形成できる．この送信処理により空間的に直交

するチャネルもしくは直交チャネルに近いチャネルを使って送信することが可能となる．
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チャネルに近づけることはストリーム間干渉を抑圧することに相当する．プリコーディン

グ行列は，端末で MIMO チャネルの状況に応じて最適なものを選択する．その選択した行

列は，端末から基地局に報告される．このプリコーディング送信を適用することにより，

直交チャネルに近いチャネルで送信でき，MMSE などの線形フィルタを用いた MIMO 受

信処理を用いて容易にストリームを分離できる． 
 

干渉キャンセラ（SIC）受信 
干渉キャンセラ受信は，受信処理において，受信処理したストリームを受信信号から除

去する処理を順次繰り返していく受信方法である．このように干渉成分を順次除去する干

渉キャンセル受信は，SIC（Successive Interference Cancellation）受信と呼ばれている．

まず端末は，各ストリームの受信 SINR を推定し，その推定 SINR に基づいてストリーム

の品質の順番を決める．次に，受信 SINR が最良となるストリームを検出し，受信処理を

行う．そして，その最良ストリームのレプリカを生成して，受信信号から取り除く．この

ストリーム検出とストリーム除去を，最悪ストリームを検出するまで繰り返す．これによ

り，SIC では，上位ストリームを除去することで，下位ストリームの検出において高いダ

イバーシティ利得が得られ受信特性を改善できる． 
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2.3. MCW と SCW の性能評価 

MIMO 通信の適応制御における制御方法である MCW と SCW について性能評価を行う．

ここではMCWとSCWの各方式についてその性能を最大限引き出すためにそれぞれに適し

たストリーム間干渉抑圧技術を適用する．MCW には SIC 受信方式を SCW にはプリコーデ

ィング送信をそれぞれ適用する．性能評価では，制御情報も含めたスループット性能の評

価手法も提案し評価する． 
 
SIC 受信を適用した MCW（MCW + SIC） 
この MIMO 通信方式は，ストリーム独立に適応制御を適用する MCW において，受信側

のストリーム間干渉抑圧技術であるSIC受信を組み合わせた方式である．図 2-3はこのSIC
を適用した MCW における端末側の受信ブロック図である．なお，この方式における基地

局側の送信ブロック図は，図 2-1 と同じである．端末側では，まず MMSE 受信におけるス

トリーム毎の SINR に基づいてストリームの順位付けを行う．次に，MMSE 受信出力の

SINR が最良のストリームを検出し，そのストリームで送信された CW の復号処理を行い，

CRC 判定により誤り検出を行う．CRC 判定で誤りがないと判定された場合には，SIC 受信

は，復号後データを再符号化して送信データのレプリカを生成し，受信信号からそのレプ

リカを減算することで干渉成分の除去を行う．このように誤り判定後にレプリカ生成を行

うことにより，後段ストリームの受信処理への誤り伝搬を阻止できる． 
この構成では，複数 CW に対して適応制御を行うため，SCW に比べて制御情報のオーバ

ーヘッドが増大する．これ以上制御情報のオーバーヘッドを増加させずに良好な特性を得

るためには受信側での干渉抑圧技術が適切である．また，CW 毎に誤り判定を行うため SIC
受信を容易に適用できる利点もある．このため，MCW は SIC 受信と組み合わせるのが適

している． 
 

 
図 2-3 SIC 受信を適用した MCW における端末ブロック図 
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プリコーディング送信を適用した SCW（SCW + Precoding） 
この MIMO 通信方式は，ストリーム共通に適応制御を適用する SCW において，送信側

のストリーム間干渉抑圧技術であるプリコーディング送信を取り込んだ方式である．この

方式における基地局送信および端末受信のブロック図を図 2-4 および図 2-5 に示す．制御

情報のオーバーヘッドを抑えるため，プリコーディング行列は有限数の行列候補の中から

選択する方法を用いる．この行列候補はコードブックと呼ばれ，あらかじめ基地局と端末

間で共有しておく．このようなコードブックを用いる方法では，送受信間で行列候補の識

別子（ID）だけを通知することでプリコーディング行列を通知できる．プリコーディング

送信の手順は以下とする．まず，基地局の各アンテナからプリコーディング送信を適用し

ない参照信号を送信する．端末では，この参照信号を用いてプリコーディング送信を適用

しない場合の伝搬路状況を測定する．その測定結果を用いて各プリコーディング行列候補

に対してプリコーディング送信した場合の伝搬路状況を推定し，その伝搬路状況が直交チ

ャネルに近くなるプリコーディング行列の ID を選択する．その際，該当のプリコーディン

グ行列を適用した場合の受信 SINR をあわせて推定しておく．端末は，このように選択し

たプリコーディング行列 ID と測定 SINR を基地局に報告する．基地局の適応制御部は，報

告されたプリコーディング行列 ID に基づいて図 2-4 のビーム形成部を制御して，各ストリ

ームをビーム送信する． 
この構成では，適応制御のための制御情報が MCW に比べて少ないことから，スループッ

ト性能向上に向けて制御情報の追加をいくらか許容できる．先に述べたように，SCW は空

間ダイバーシティ利得が得られ，また，SCW では MIMO プリコーディングはストリーム

間干渉を抑圧する効果がある[2-7][2-8]．反面，SCW ではストリーム毎に誤り判定ができな

いために SIC 受信を適用することが難しい．これは，SIC 受信において誤った干渉レプリ

カを生成して除去してしまうと，下位ストリームに誤りが伝播してしまうためである．こ

のように，SIC が適用できない SCW にはプリコーディング送信が適している． 
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図 2-4 プリコーディング送信を適用した SCW の基地局ブロック図 
 
 

 
図 2-5 プリコーディング送信を適用した SCW の端末ブロック図 
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この送信データに関する付帯情報には，データの送信先の端末を識別する端末 ID，データ

が送信されている周波数リソースを示す割当リソース情報，MCS が含まれる．端末 ID と

割当リソース情報は，端末あたりそれぞれ 1つ設定されるが，MCSはCW毎に設定される．

つまり，MCW では，MCS を通知する情報量（ビット数）は CW 数に比例して増加する．

また，CW 毎に再送処理を行うことから HARQ 情報も MCS 同様に CW 毎に設定される．

プリコーディング行列 ID は，プリコーディング適用時にのみ通知されるもので，ここでは

SCW にのみ適用される．表 2-1 に各 MIMO 適応制御における下り回線の制御情報の種類

とその組合せ数を示す． 
フィードバック情報についても説明する．フィードバック情報には，端末で測定した

SINR，再送処理のための各 CW の伝送成否応答 ACK/NACK（Acknowledgement/Negative 
Acknowledgement），プリコーディング行列 ID が含まれる．SINR と ACH/NACK は下り

回線の制御情報と同様に，CW 毎に通知する．表 2-2 にフィードバック情報の種類とその

組合せ数を示す． 
 
 

表 2-1 MIMO 適応制御における下り回線の制御情報の種類と組合せ数 
項目 MCW+SIC SCW+Precoding 

端末 ID 1 
割当リソース情報 1 
MCS CW 数 1 
HARQ 情報 CW 数 1 
プリコーディング行列 ID 0 1 
 
 

表 2-2 MIMO 適応制御における上り回線のフィードバック情報の種類と組合せ数 
項目 MCW+SIC SCW+Precoding 

SINR CW 数 1 
ACK/NACK CW 数 1 
プリコーディング行列 ID 0 1 
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2.3.1. シミュレーション方法 
本研究では，伝送シミュレーションを用いてスループット（周波数効率）特性を評価す

る．伝送シミュレーションとは実際の通信回線における動作や作用を模擬するシミュレー

ションである．例えば，送信動作にはチャネル符号化処理，変調処理，OFDM 信号におけ

る周波数リソースへのデータ配置などの送信処理，伝搬路の作用にはフェージングチャネ

ルの伝搬，受信動作には復調処理，チャネル復号化処理などの受信処理などが含まれる．

また，適応制御や再送処理といった送受信双方に関連する動作についても含まれる．適応

制御で用いる MCS は SINR のレベルに対応して 10 段階に設定する．受信側で測定した

SINR に基づいて送信側の MCS を制御する．各 MCS に対応する SINR 範囲は，その MCS
におけるターゲットパケット誤り率（PER：Packet Error Rate）が 20%となるように設定

する．本評価では，適応制御は再送処理単位であるHARQプロセス[2-12] ごとに適用する．

HARQ の初回送信時には，端末で測定した SINR に基づいて MCS を選択して，その MCS
を適用して送信する．HARQ の再送時には，再送方法として Incremental Redundancy (IR)
を適用する．HARQ プロセスあたりの最大再送回数は 3 回とする． 
周波数効率の評価は受信 SINR を評価パラメータとする．受信 SINR は，受信側におけ

る所望信号の受信電力に対する他セルからの干渉信号電力と熱雑音電力の電力比率である．

例えば 受信 SINR = 0dB は，所望信号電力と，干渉と雑音の合計電力が同じことを示して

いる．また，セル境界付近の受信 SINR は 0dB より低くなる可能性がある．これはセル境

界付近では所望信号と同等レベルの干渉が存在するためである．本研究では，端末は複数

の隣接セルからの干渉が存在する環境を想定する．これは，3GPP の標準化で一般的に用い

られる評価環境である．各隣接セルからの干渉はそれぞれ相関のないフェージングを受け

ることから，本評価では干渉信号をガウス雑音として仮定する[2-13]． 
評価パラメータである受信SINRの設定方法について説明する．まず，基地局において，

送信電力を設定して信号を送信する．次に，送信信号に対してフェージングを付加する．

ここでのフェージングは平均利得1と設定し電力の損失がないものとする．端末側では，フ

ェージングを付加した送信信号に対して受信SINRに応じた電力のガウス雑音（干渉と熱雑

音）を付加する． 
評価結果はスループットを正規化した周波数効率を示す．ここで，端末側で観測された

スループットに対して，方式毎に異なる制御情報のオーバーヘッドをスループットに換算

し送信帯域幅で正規化したものを周波数効率とする．各受信SINRの評価ポイントに対して，

40 sec（40000 TTI（transmission timing interval））相当の評価を実施する． 
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2.3.2. シミュレーション条件 
次にシミュレーション条件を示す．OFDM 関連のパラメータを表 2-3 に示す．これらの

パラメータは基本的には LTE システムの下り回線のパラメータに準拠している．まず周波

数軸に関するパラメータを示す．サブキャリア数は 600，サブキャリア間隔は 15kHz であ

る．これは LTE 規格における送信帯域幅 10MHz の条件に相当する．FFT サイズは 1024
とする．次に時間軸に関するパラメータを示す．送信フレームは，14 OFDM シンボルから

構成される TTI から構成される．TTI 長は 1.0 msec である．この 1.0 msec の TTI 構成に

より適応制御や HARQ などの送信制御において性能劣化を許容できる十分に短い制御遅延

を実現できる．また，各 OFDM シンボルには，4.75 usec の Cyclic prefix を付加する． 
表 2-4 に OFDM パラメータ以外のシミュレーション条件を示す．送信する CW は 1.0 

msec の TTI で連続する 60サブキャリアから構成される時間-周波数リソースに配置される．

評価するアンテナ構成は 2x2 と 4x4 とする．端末におけるチャネル推定には MMSE チャ

ネル推定[2-9]を用いる．チャネル（伝搬路）モデルには Typical Urban モデル[2-10]を用い，

端末の移動速度は 3 km/h とする．MIMO チャネルにおけるアンテナ間空間相関には，

Kronecker モデル[2-11]を用い，送信側のアンテナ間相関の相関係数を 0.5，受信側のアン

テナ間相関は無相関（相関係数は 0）とする．本評価では，SINR の約 3dB に対して 1 つ

の MCS を割当て SINR -5～25dB を 10 段階の MCS に分割して割り当てる．受信側からの

SINR 報告の遅延時間は 2TTI とする．また，SINR 報告では誤りは発生しないものとする． 
 
 

表 2-3 OFDM 関連のパラメータ 
パラメータ 条件 

送信帯域幅 10 MHz 
サブキャリア間隔 15 kHz 
サブキャリア数 601 (DC サブキャリアは Null) 
1 パケットあたりのサブキャリア数 60 (900 kHz) 
FFT サイズ 1024 
1 パケット間隔（TTI） 1 msec 
1 パケットあたりの OFDM シンボル数 14 
Cyclic prefix 長 4.75 usec 

参照信号オーバーヘッド 
2 アンテナ送信時：  9.5% 
4 アンテナ送信時： 14.3% 
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表 2-4 シミュレーション条件 
パラメータ 条件 

1 パケットあたりのサブキャリア数 60 (900kHz) 
アンテナ構成 2x2, 4x4 
誤り訂正符号化 Turbo 符号（R=1/3） 
MCS セット QPSK：R=1/8，1/4，1/3，1/2，2/3 

16QAM：R=1/2，2/3，3/4 
64QAM：R=2/3，3/4 

チャネルモデル Typical Urban（移動速度 3km/h） 
アンテナ相関 送信側相関係数：0.5 

受信側相関係数：0.0 
チャネル推定方式 MMSE 推定 
MIMO 受信方式 SCW：MMSE 

MCW：MMSE，MMSE-SIC 
フィードバック遅延 2 TTI 
再送処理 再送間隔：6 TTI，再送回数：4 回 

 
 
送信方式を比較する際には 2.3 節で述べた適応制御のためのオーバーヘッドを考慮する．

本評価では，適応制御のためのオーバーヘッドを次のように設定して算出する．端末のユ

ーザ ID は 16 ビット，割当リソース情報は 24 ビット，MCS 情報は 8 ビット，HARQ 関連

情報は 6 ビット，プリコーディング行列 ID は 2 送信アンテナ時には 3 ビット，4 送信アン

テナ時には 4 ビットとする．そして，下り回線においてこれらの情報を送信する際には，

誤り訂正符号化(符号化率 1/3)を行い，QPSK 変調で，周波数-空間ブロック符号化を施す．

この条件における，各送信方式に対する制御情報のオーバーヘッドを表 2-5 に示す． 
 

表 2-5 下り回線制御情報のオーバーヘッド 
アンテナ構成 送信方式 オーバーヘッド 

2x2 
SCW+Precoding 10.2% 

MCW+SIC 12.1% 

4x4 
SCW+Precoding 10.4% 

MCW+SIC 17.1% 
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図 2-6 に，60 サブキャリアから成る下り回線参照信号の送信シンボル配置を示す．参照

信号はデータシンボル内に配置される．参照信号は端末側において MIMO チャネルのチャ

ネル推定に用いられる．このシンボル配置は，4 受信アンテナ端末と 2 受信アンテナ端末が

共存することを前提に設計されている．4 受信アンテナ端末は 2 受信アンテナ端末に比べて

高機能で複雑度が高いことから，システム全体では 4 受信アンテナ端末より 2 受信アンテ

ナ端末の数の方が多いことを想定している．このため，第 3 と第 4 参照信号のオーバーヘ

ッドを少なくなるように設計されている．参照信号のオーバーヘッドは，2 アンテナ送信時

には 9.5%，4 アンテナ送信時には 14.3%である．2 アンテナ送信時には，第 3，第 4 参照信

号のシンボルは，データに置き換えられる． 
 

 
図 2-6 下り回線参照信号の送信シンボル配置 

 
 
2.3.3. シミュレーション評価結果 
 
スループット比較 

MCW+SIC と SCW+Precoding について前述したシミュレーションにより評価したスル

ープット特性を比較する．ここではスループット特性としてスループットを正規化した周

波数効率特性を用いる．図 2-7 と図 2-8 に，2x2 アンテナ構成と 4x4 アンテナ構成におけ

る周波数効率特性をそれぞれ示す．また，比較対象として MMSE 受信を適用した MCW（以
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下 MCW）とプリコーディング送信を適用しない SCW（以下 SCW）の周波数効率特性を

あわせて示す．両図では横軸に受信 SINR を，縦軸に周波数効率を示す． 
図 2-7 と図 2-8 の結果から，MCW と SCW の双方において，2.2.2 節で述べたストリー

ム間干渉抑圧技術の効果を確認できる．MCW+SIC は MCW に比べて最大約 20%の高い性

能改善が得られている．しかし，SCW+Precoding では，SCW に比べて中～高 SINR 領域

において 3-5%の改善しか得られていない．これは，文献[2-14]で示されているように，１

つの CW の中で品質差が発生し，ターボ復号における復号特性に影響してしまうため，大

きな効果が得られないものと考えられる． 
次に MCW+SIC と SCW+Precoding の比較を行う．図 2-7 の評価結果から，2x2 アンテ

ナ構成では，MCW+SIC は SCW+Precoding より高い周波数効率特性を示している．受信

SINR≧6dB の領域において，MCW+SIC は SCW+Precoding より 10-15%程度高い周波数

効率を有する．また，図 2-8 の結果から，4x4 アンテナ構成では中～高 SINR 領域におい

て，MCW+SIC は SCW+Precoding より良好な周波数効率特性を示している．受信

SINR=25dB では，MCW+SIC は SCW+Precoding より約 15%高い性能が得られる．一方

で低 SINR 領域では，SCW+Precoding の方が MCW+SIC より良い特性が得られる． 
 

 
図 2-7 MCW と SCW のスループット特性（2x2 アンテナ構成） 
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図 2-8 MCW と SCW のスループット特性（4x4 アンテナ構成時） 

 
MCW+SIC は，アンテナ構成にかかわらず中～高 SINR 領域において高い周波数効率が

得られる．これは MCW における次の 2 つの理由によるものと考える．第 1 の理由は，MCW
では CW 毎に適応制御をおこなうことで各ストリームを最大限活用できる点である．第 2
の理由は，干渉キャンセラを適用することにより上位ストリームを順次除去することで下

位ストリームの検出において高いダイバーシティ利得が得られる点である．このため，2x2
アンテナ構成および 4x4 アンテナ構成では，中～高 SINR 領域において MCW+SIC は

SCW+Precoding より優れている． 
一方で，低 SINR 領域では，MCS+SIC は SCW+Precoding に対して大きな優位性はな

い．逆に，図 2-8 から 4x4 アンテナ構成では，SCW＋Precoding の方が高い周波数効率を

示している．受信 SINR=5dB のポイントでは，SCW+Precoding の方が MCW+SIC より周

波数効率が 30%程度高い． 
この低 SINR 領域における MCW+SIC の劣化について以下の 2 つの要因が考えられる．

１つ目の要因は SCW に比べて MCW では符号化利得が低いことである．これは MCW に

おける 1CW あたりの符号長（データ数）が SCW の符号長に比べて短いからである．4x4
アンテナ構成時では，SCW の符号長は MCW の符号長の約 4 倍になる． 
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2 つ目の要因は，低 SINR領域における MCS 選択精度の影響であり，低 SINR領域では，

MCW より SCW の方が高い MCS 選択精度が得られている．2.2.1 節で述べたように，MCW
では MCS 選択のために端末において各ストリームの SINR を測定する．一方で，SCW で

は全ストリームの平均 SINR を測定する．SCW ではこのストリーム間の平均化効果が寄与

して，測定 SINR の分散が MCW に比べて小さくなる．図 2-9 は受信 SINR=2dB と設定し

た場合の SCW と MCW における各 CW における測定 SINR の分布を示している．この測

定 SINR の標準偏差は，MCW では 2.28，SCW では 0.68 である．また，図 2-9 には選択

される各 MCS レベルに対応する SINR 範囲をあわせて示す．例えば，SINR の範囲が 0≦
SINR≦3 であれば MCS レベル 3 に対応することを示している．MCW における測定 SINR
の分布は，SCW の分布に比べて広いことが確認できる．これは，MCW では SCW に比べ

て誤った MCS を選択する可能性が高いことを示している． 
 

 

図 2-9 端末における測定 SINR の分布（設定値 SINR=2dB） 
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2.4. CW あたり 2 ストリームを割り当てる MCW の提案 

2.3 節で示す 4x4 アンテナ構成における MCW の低 SINR 領域における特性劣化を解決

するために， 2CW 毎まとめて送信する 2CW-MCW 方式を提案する．つまり，2CW を 4
ストリーム使って送信するため，CW あたり 2 ストリームを使って送信する方式である．

この方式では MCW の 2 つの劣化要因について次のような効果を期待できる．まず，CW
あたりの符号長については， 4CW の MCW に比べて CW あたりに割り当てるストリーム

数が増加するので符号長が長くなり符号化利得を向上することができる．また，受信側の

SINR 測定精度については，CW あたりに 2 ストリームを割り当てることで，それら 2 スト

リームの平均化効果が得られるため，SINR 測定精度の向上が見込まれる．上記 2 点に加え

て，この方式は 4CW の MCW に対して適応制御のためのオーバーヘッドを削減することが

できる．MCW(4CW)のオーバーヘッドは 17%であったが，CW 数を半減できるので，提案

方式のオーバーヘッドは 12%に削減できる．これは，2x2 アンテナ構成の MCW における

適応制御のためのオーバーヘッドと同等である． 
本提案方式では，2CW を 4 ストリームに割り当てるため 2CW をどのように 4 ストリー

ムに割り当てるかを検討する必要がある．本研究では，次の 2 つの割当方法について検討

する． 
 
固定割当方法 

CW を割り当てるストリームをあらかじめ決定しておき，その固定割当方法にしたがい

CW をストリームに割り当てる．ここでは，CW1 はストリーム 1 と 2 に，CW2 はストリ

ーム 3 と 4 に固定して割り当て，基地局と端末ではこの固定割当方法に基づいてそれぞれ

送信処理および受信処理を行う．この方法では，CW をどのストリームに割り当てるかを基

地局と端末ともに既知であるため，ストリーム割当に関する情報を制御情報として通知す

る必要はない． 
 
適応割当方法 
受信状況に応じて適応的に CW をストリームに割り当てる．端末における SINR 測定結

果に基づいて CW を割り当てるストリームを選択する．ここでは，CW1 には SINR の上位

2 ストリームを割り当て，CW2 には SINR の下位 2 ストリームを割り当てる方法を適用す

る．この割当方法では，ストリームの組合せ情報を制御情報として通知する必要がある．4
ストリームを 2 ストリームずつの 2 組に組合せる 3 つの候補があるので，制御情報の情報

量としては 2 ビットとなる．この増加による適応制御のためのオーバーヘッドの増加量は

0.4%とわずかである． 
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提案の 2CW-MCW 方式について詳細を説明する．図 2-10 は本方式の基地局側の送信ブ

ロック図，図 2-11 は端末側の受信ブロック図である．基地局は送信データを 2CW に分割

する．各 CW は SCW と同様に送信処理を行う．端末には SIC を用いる．SIC では，MMSE
出力の SINR によってストリームの順位付けを行い，検出したストリーム 2 組を１つの CW
に結合する．CW はターボ復号を行い CRC により誤り判定を行う．CRC 判定で誤りがな

いと判定されたら，復号後データから送信データのレプリカを生成し受信信号からレプリ

カを除去する． 
 

 

図 2-10 2 ストリームグループ化 MCW の送信ブロック図 
 
 

 
図 2-11 2 ストリームグループ化 MCW の受信ブロック図 
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2.4.1. シミュレーション評価結果 
提案方式 2CW-MCW のシミュレーション評価結果を示す．図 2-12 は，2CW-MCW にお

ける CW-ストリーム割当方法の比較結果を示す．この提案方式は低 SINR 領域における

MCW の特性劣化を解決することが目的であるため，低 SINR 領域（0≦SINR≦10dB）に

ついての結果を示す．図 2-12 の結果から，適応割当のほうが固定割当より良好な特性を得

ていることがわかる．これは，適応割当では受信 SINR の高い順にストリーム干渉を除去

できる効果である．固定割当ではストリームの受信 SINR によらず CW のストリームへの

割当が決まっているため，必ずしも受信 SINR が高いストリームから順に干渉除去される

わけではなく，干渉除去効果が低下するためである． 
また，図 2-13に適応割当を用いた2CW-MCWにおける測定SINRの分布を示している．

図 2-13 では，比較のために図 2-9 で示した MCW(4CW)および SCW における測定 SINR
の分布もあわせて示す．2CW-MCW における測定 SINR の標準偏差は 0.99 であり，

MCW(4CW)の 2.28 より小さくなり，SCW の 0.68 に近づいている．これは 2CW-MCW に

おける各 CW の SINR 算出において 2 つのストリームの SINR を平均化した効果によるも

のである．これにより，MCW(4CW)に比べて 2CW-MCW は MCS 選択の精度が改善する

ものと考える． 

 

図 2-12 2CW-MCW における CW-ストリーム割当方法の比較 
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図 2-13 端末における測定 SINR の分布（2CW-MCW） 

 
次に，提案方式 2CW-MCW の周波数効率特性を図 2-14 に示す．図 2-14 では 2.3 節で

検討した MCW+SIC および SCW+Precoding の周波数効率特性も同時に示す．この評価結

果について低 SINR 領域および高 SINR 領域についてそれぞれ考察する． 
低 SINR 領域 
図 2-14 から，低 SINR 領域では，提案方式 2CW-MCW は MCW(4CW)より高い周波数

効率特性であり SCW に近い特性が得られていることがわかる．受信 SINR=5dB のポイン

トでは，2CW-MCW の周波数効率特性は MCW(4CW)比べて 20%改善している．これは，

2CW-MCW が MCW(4CW)に比べて高い符号化利得が得られる効果と，MCS を高い精度で

選択できる効果が寄与したものである．  
高 SINR 領域 
図 2-14 から，高 SINR 領域では，提案方式 2CW-MCW は MCW(4CW)より高い周波数

効率特性が得られていることがわかる．受信 SINR=25dB のポイントでは，2CW-MCW は

MCW(4CW)より 3%ほど高い周波数効率特性が得られている．この MCW(4CW)に対する

2CW-MCW の改善量は，主に適応制御のためのオーバーヘッドの削減によるものである．

高 SINR 領域では，2CW-MCW および MCW(4CW)ともに各 CW の SINR 測定精度が高い

ため適応制御における MCS 選択を精度よく行うことができる．このためストリーム独立に

適応制御が可能な MCW(4CW)の方が 2CW-MCW より高いスループット特性が得られるこ
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とが予想される．一方で，適応制御のためのオーバーヘッドに関して，2CW-MCW は

MCW(4CW)に比べて約 30%の削減が可能となる．この削減効果が SINR 測定精度による低

下を補い 2CW-MCW は MCW(4CW)より高い周波数効率特性を得られている． 
 

 
図 2-14 2CW-MCW のスループット特性（4x4 アンテナ構成） 

 
次に，通信システムにおける動作領域について考える．通信システムは，通常トラフィ

ックにある程度余裕がある状態で運用がなされている．通信システムにおいてトラフィッ

クに余裕がある場合には隣接セルからの干渉が小さくなるので高い SINR 領域で動作する

ことが予想される．このため高 SINR 領域における特性が重要であり，高い周波数効率特

性を示す 2CW-MCW は他の方式に比べて良好な方式である． 
 

以上の考察結果より，適応ストリーム割当を適用した 2CW-MCW は，4x4 アンテナ構成に

おいて低 SINRから高 SINRの広い SINR領域に渡り良好な周波数効率特性となる．特に，

通信システムで通常用いられる高 SINR 領域において，2CW-MCW は MCW(4CW)や SCW
に比べて高い周波数効率特性を示すことがわかる． 
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2.5. まとめ 

本章では，移動通信システムにおける MIMO 通信の適応制御によるスループット（周波

数効率）の向上について述べた．  
はじめに，MIMO 通信の適応制御方法としてストリーム独立制御の MCW とストリーム

共通制御の SCW についての性能評価を行った．その際に各制御方法に適した干渉抑圧方式

として MCW では干渉キャンセラ（SIC）受信を，SCW ではプリコーディング送信をそれ

ぞれ適用した．その結果，MCW は各 CW において適応制御をおこなうことで MIMO チャ

ネルを最大限活用できるため高い周波数効率が得られることがわかった．さらに MCW に

SIC 受信を適用することで，受信処理における干渉を抑圧した後段の処理において高いダ

イバーシティ利得が得られることがわかった．次に，これらの方式について適応制御のた

めのオーバーヘッドを考慮して，実運用を想定した適応制御を実装したシミュレーション

による定量的な評価を行った．その結果，4x4 アンテナ構成時の高 SINR 領域において，

MCW+SICがSCW＋Precodingに比べて15%程度高い周波数効率が得られることを確認し

た．しかしながら，4x4 アンテナ構成時の MCW では，セル端のような低 SINR 環境にお

いて周波数効率が低下することがわかった．解析の結果，受信 SINR の測定誤差が MCS 選

択の精度が低下させていることがわかった．そこで，この低 SINR 領域における MCS 選択

精度を改善するために，CW あたり 2 ストリーム割り当てる 2CW-MCW を提案した．更な

る性能改善を図るために，各ストリームの品質に応じて適応的にストリームを割り当てる

方法を提案した．この提案方式 2CW-MCW では，低 SINR 領域において，MCW(4CW)よ
り 20%程度周波数効率が改善できることを確認した．これは，SCW+Precoding に近い特性

である．また，高受信 SINR 領域では，2CW-MCW は MCW(4CW)より約 3%周波数効率特

性が改善した．これは，CW 数が半減したことで，適応制御のためのオーバーヘッドが 4CW
では 17%であったものが 2CW では 12%に減ったことが寄与したものである． 

以上のように，提案方式である 2CW-MCW により，低から高受信 SINR 領域までにわた

って周波数効率の向上（平均で 11.5%の改善）を実現できた．これにより，提案方式は基地

局近傍からセル境界付近に至るシステム全体の範囲にわたって有効な方式であると結論づ

けられる．また，通信システムにおいて通常運用される状況において重要となる高 SINR
領域において，提案方式は高い周波数効率特性を示す有効な方式であることも確認した． 
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3. 無線中継通信システムにおける協調通信に関する研究 

3.1. はじめに 

無線中継通信システムは基地局からの信号を中継局により無線中継して，端末に信号を

伝送する無線通信方式である．これにより，基地局から遠い場所や建物内など基地局から

の電波状況が悪いセル端の端末に対して，中継局から信号を送信することでスループット

を向上することができる．また，セル内において基地局からの直接回線の品質に比べて基

地局から中継局を介した回線の品質が良好な端末においてもスループットの向上が見込ま

れる．このように，無線中継通信システムでは，電波状況の悪い場所に限らずシステムの

全範囲にわたってスループットの向上が期待されている．端末では基地局からの経路と中

継局からの経路といった複数の経路を利用できるため無線中継通信はマルチポイント通信

となる． 
このように，無線中継通信システムは電波状況の悪い場所の解消やカバレッジの拡大，

スループットの向上といった効果が期待できることから，次世代のモバイル通信における

必須技術として注目されている．このため第 4 世代のモバイル通信システムである 3GPP 
LTE-Advanced においても主要機能の１つとして検討されている[3-1][3-2]． 

中継局は基地局を介して無線回線でネットワーク側と接続される．このため，中継局の

設置の際には基地局設置のようなワイヤー敷設を必要としないため，設置コストが安価に

抑えられる特徴がある．また，基地局に比べてカバーエリアを絞って運用する場合には，

中継局装置自体も基地局装置に比べて規模を縮小できるため，装置コストを抑えることも

できる．このように，中継局は基地局に比べて設置容易性が高いため，多数の中継局を展

開し，その恩恵を増大させることが可能である．しかしながら，中継局を多数設置すると

中継局間では相互に干渉が生じてしまいスループットの低下を引き起こす問題が発生する． 
本研究ではこの問題を解決するために，中継局間の送信タイミングを制御することで中

継局が他セルに与える干渉を低減してスループットの向上を図る．中継局は送受信同一の

周波数を用いるので基地局からの信号を受信するタイミングにおいて自身の送信信号が受

信信号に回り込まないように信号の送信を停止する．この中継局が送信停止するタイミン

グでは他セルに対して干渉を与えないことに着目し，中継局間でこの送信停止タイミング

を制御することによる干渉低減方法を 2 方式提案する．提案方式 1 では，基地局から中継

局に信号を送信するタイミングを基地局間で異なったタイミングに設定する．この方式に

より，同一基地局から信号を受信する複数の中継局において同じタイミングで送信を停止

するので基地局に接続する端末において高い干渉低減効果が得られる．また提案方式 2 で

は，基地局から中継局に信号を送信するタイミングを中継局間で異なったタイミングに設

定する．この方式により，中継局間で異なったタイミングで送信を停止するので中継局に

接続する端末において高い干渉低減効果が得られる．そして，これらの提案方式によるセ
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ル間干渉低減効果によりスループットの向上を図る．この提案方式について，3GPP 
LTE-Advanced の規格標準化で用いられている評価条件に基づいて構成するシステムシミ

ュレーションによりシステム性能を評価する．なお，本研究は著者論文 [3-3] 
(copyright©2011 IEEE)をまとめたものである． 
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3.2. 無線中継通信システム 

3.2.1. 無線中継通信システムの構成 
本研究における無線中継通信システム（以下，リレーシステムと記載する）の基本構成

を図 3-1 に示す．ここではこのリレーシステムにおける下り回線について検討を行う．こ

のリレーシステムでは，基地局 BS（Base Station）は有線でネットワークに接続し，中継

局 RS（Relay Station）は無線で基地局と接続して，この基地局を介してネットワークに接

続する構成をとる．そして端末 MT（Mobile Terminal）は基地局もしくは中継局のうちの

1 つに接続して通信を行う．ここで，基地局と中継局の間の通信回線をバックホール回線，

基地局もしくは中継局と端末の間の通信回線をアクセス回線と呼ぶ．下り回線におけるデ

ータの流れは次のようになる．基地局はバックホール回線において中継局に対してデータ

を送信し，中継局はそのデータを受信し一時的に蓄積する．そして中継局はアクセス回線

において配下の端末に対して蓄積したデータを送信する．このとき中継局の配下の端末に

データ送信する手順は，基地局におけるデータ送信手順と同じとする．基地局には個別の

セル識別子（ID）が付与されて独立したセルを形成する．また中継局も同様に個別のセル

ID が付与されて独立したセルを形成する．ここで基地局が形成するセルをマクロセル，中

継局が形成するセルをリレーセルと呼ぶ．このようなシステム構成を用いることで，端末

からみると中継局を 1 つの基地局として認識することができる． 
この無線中継通信システムは，第 4 世代の移動通信システムとして規格標準化されてい

る 3GPP LTE-Advanced におけるリレーシステムとして採用されている構成である．この

LTE-Avancedは第 3.9世代の移動通信システムである 3GPP LTE（Long Term Evolution）
と互換性を維持しつつ，LTE に比べて最大伝送速度の向上やシステム全体のスループット

の向上を実現する移動通信システムである．このため LTE-Advanced では，先行システム

である LTE の端末をサポートする必要がある．そこで，このような無線中継通信システム

の構成を適用することで，先行システムの LTE の端末であっても LTE-Advanced から新規

に導入された中継局に接続できるため，LTE-Advanced のリレーシステムの恩恵を享受す

ることが可能となる． 
 



38 
 

 
 

図 3-1 無線中継通信(リレー)システムの基本構成 
 
 
3.2.2. バックホール回線の送信方法 

3.2.1 節で示したリレーシステムにおいてバックホール回線とリレーセルのアクセス回線

を同じ周波数帯域で運用する．このようなリレーシステムでは，中継局において基地局か

らの信号を受信する周波数帯域と端末への信号を送信する帯域が同じとなる．この場合，

中継局において基地局からの信号の受信と端末への信号の送信を同時に行うと，送信信号

が受信信号に回り込む自己干渉が発生してしまう．この自己干渉では，受信信号電力に対

して大きな電力の送信信号が干渉となるため受信性能の低下を招いてしまう．そこでこの

自己干渉を回避する必要がある．この自己干渉を回避するために，ここでは中継局におけ

る信号送信と信号受信を同時に行うことを禁止する．これを実現するために，バックホー

ル回線とリレーセルのアクセス回線を時間軸で分割し，中継局では基地局からの信号の受

信時間と端末への信号の送信時間のオーバーラップを避ける構成とする．この切り替え時

間に，LTE-Advanced の無線サブフレームの間隔を用いる．そのサブフレームの間隔は 1 
msec である． 
図 3-2 にリレーシステムのマクロセルの下りアクセス回線におけるサブフレーム構成を

示す．また，同図にあわせてバックホール回線とリレーセルのアクセス回線におけるサブ

フレーム割当例を示す．図中のボックスは，下り回線における１つのサブフレームを示し

ている．ボックス列は，上段から基地局 BS（マクロセル）のサブフレーム，マクロセル端

末のサブフレーム，中継局 RS（リレーセル）のサブフレーム，リレーセル端末のサブフレ

ームをそれぞれ示している．ここで，サブフレーム{n+1，n+4}に，バックホール回線が割

り当てられているとする．このサブフレームをバックホールサブフレームと呼ぶ．このバ

ックホールサブフレームでは，基地局はマクロセル端末に向けたデータ送信とあわせて中

継局にもデータを送信する．このとき中継局は基地局からのデータを受信し，リレーセル
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端末へのデータ送信は停止する．バックホールサブフレーム以外のサブフレームでは，中

継局も基地局同様に，リレーセル端末に向けてデータを送信する．マクロセル端末は全サ

ブフレームでデータを受信できるが，リレーセル端末はバックホールサブフレーム以外の

サブフレームに限定してデータを受信する． 
 

 
図 3-2 リレーシステムにおける下り回線サブフレーム構成 

Tx Tx Tx Tx Tx Tx

Rx 　Rx Rx Rx 　Rx Rx

Tx Rx Tx Tx Rx Tx

Rx Rx Rx Rx

BS
（マクロセル）

マクロセル端末

RS
（リレーセル）

リレーセル端末

バックホール回線

t

1サブフレーム

サブフレーム
番号

n n+1 n+2 n+3 n+4 n+5



40 
 

3.3. 無線伝送中継システムにおけるセル間干渉およびその抑圧方法 

 
3.3.1. 無線中継通信システムにおけるセル間干渉 

3.1 節で述べたように中継局を複数設置すると，中継局の恩恵を享受できる端末の数が増

えるためシステム全体のスループットを改善することが期待される．一方で，中継局を多

数設置すると，基地局が形成するマクロセルに対してや中継局が形成するリレーセル間で

セル間干渉が増大してしまうためシステム全体のスループット改善を低下させる． 

ここでは端末における受信 SINR（信号対干渉および雑音電力比）について解析する．M
はマクロセル番号の集合（ { }MmmM ≤≤= 1| ）， hM は第 h 番目のマクロセルを除いたマ

クロセルの番号の集合（ { }hmMmmM h ≠∈= | ）を示す． mR は第 m 番目のマクロセ

ル内のリレーセル番号の集合（ { }mm RrrR ≤≤= 1| ）， kmR , は第 m 番目のマクロセル内の

第k番目のリレーセルを除いたリレーセル番号の集合（ { }krRrrR mkm ≠∈= |, ）を示す．

第 h 番目のマクロセルに接続するマクロセル端末の受信 SINR mMTSINR と，そのマクロセ

ル内の第 k 番目のリレーセルに接続するリレーセル端末における受信 SINR rMTSINR は，

それぞれ次の式のように表せる． 
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ここで， )(hMS および ),( khRS はマクロセル端末およびリレーセル端末におけるそれぞれの

接続セルからの所望信号受信電力を示す．また， )(mMI は m 番目のマクロセルからの干渉電

力， ),( rhRI  は h 番目のマクロセル内の r 番目のリレーセルからの干渉電力，そして ),( rmRI は

m 番目のマクロセル内の r 番目のリレーセルからの干渉電力をそれぞれ示す．N は端末に

おける熱雑音電力である．式(3-1)は中継局における受信 SINR としても適用できる． 
式(3-1)および(3-2)における分母の第 1 項はマクロセルからの干渉電力を示し，第 2 項は

第 h 番目のマクロセル内のリレーセルからの干渉電力を示している．そして，第 3 項は他

のマクロセルに属するリレーセルからの干渉電力を示している．これらの式から分母に含

まれる干渉電力を低減することで SINR が改善することを期待できる．基地局は全サブフ

レームにわたって信号を送信するため，基地局が他セルに与える干渉はサブフレーム間で

ほとんど変動しない．一方で，中継局はバックホールサブフレームにおいて送信を停止す

るため，中継局が他セルに与える干渉はサブフレーム毎に変動することになる． 
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3.3.2. セル間干渉抑圧方法の提案 
中継局はバックホールサブフレームにおいて信号送信を停止するため，このサブフレー

ムでは他セルに干渉を与えない．この現象に着目してバックホールサブフレームのタイミ

ングを制御することでリレーシステムにおける中継局の与干渉を低減する方法を提案する．

ここでは，図 3-3 に示すリレーシステムにおける下り回線信号の様子を用いて説明する．

図 3-3 では，基地局が 2 つあり，各基地局にはそれぞれ 2 つの中継局が接続しているシス

テムを示している．各基地局にはそれぞれマクロセル端末が接続し，各中継局にもそれぞ

れリレーセル端末が接続している．図 3-3 中の①～④はそれぞれ各中継局に対するバック

ホール回線を示している． 
 

  

 
図 3-3 無線中継通信システムにおける下り回線信号 
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従来方式 
バックホールサブフレームのタイミングについて特に制御を行わない場合を従来方式と

する．この従来方式では，全ての基地局においてバックホールサブフレームを同じタイミ

ングとする．つまり，図 3-3 における回線①～④のバックホールサブフレームのタイミン

グを同一に設定する．この方式におけるサブフレーム構成を図 3-4 に示す．この方式では，

基地局 1 および基地局 2 に接続するマクロセル端末は，バックホールサブフレームにおい

て中継局からの干渉を受けない．このサブフレームにおけるマクロセル端末の受信 SINR
は，次式のように表せる． 

 
( )

( ) NI
S

SINR

hMm
mM

hM
mMT ∑

∈

+
=  

(3-3) 

バックホールサブフレームでは全ての中継局が送信停止するので，各マクロセル端末に

おける受信 SINR は改善する．しかし，このバックホールサブフレームでは，基地局は送

信リソースの多くを中継局向けに割り当ててしまう．これは，中継局が接続するリレーセ

ル端末に送信するデータをバックホールサブフレームにおいて基地局から中継局に全て送

信しなければならないうえに，１つのバックホールサブフレームを複数の中継局で共有し

なければならないためである．このためこの受信 SINR の改善の恩恵を受けるマクロセル

端末は少数に限定されてしまう．バックホールサブフレーム以外における受信 SINR は，

マクロセル端末とリレーセル端末それぞれ式(3-1)と(3-2)により表せる． 
 

 

図 3-4 従来方式におけるバックホールサブフレームの設定方法 
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提案方式 1： 基地局個別バックホールサブフレームタイミング設定方式 
提案方式 1 では，各基地局において異なったバックホールサブフレームのタイミングを

設定する．図 3-3 において，基地局 1 に関する回線①と②におけるそれぞれのバックホー

ルサブフレームのタイミングを同一に設定する．基地局 2 に関する回線③と④についても

同様にバックホールサブフレームのタイミングを同一に設定する．そして，回線①と②の

バックホールサブフレームと，回線③と④のバックホールサブフレームのタイミングは重

ならないように設定する．この提案方式におけるサブフレーム構成を図 3-5 に示す．この

提案方式では，サブフレーム { n+1，n+4 } において，基地局 1 に接続するマクロセル端末

は中継局 1 と中継局 2 から干渉を受けない．このサブフレームにおける h 番目のマクロセ

ルに接続するマクロセル端末の受信 SINR は次式により表せる． 

 
( )

( ) ( )∑ ∑∑
+∈ ∈∈

++
=

)1(
,

nm Rr
rmR

Mm
mM

hM
mMT

h mh

NII
S

SINR

h

 
(3-4) 

ここで， )1( +nhh  は hM のサブセットである． )( inh +h は，第(n+i)サブフレームにお

いてデータ送信している中継局が接続する基地局の番号のセットを示している．式(3-4)に
おける全干渉量は，干渉源となる中継局の数が減少しているので式(3-1)における全干渉量

より小さい．しかしながら，従来方式と同じ理由により，この干渉低減の恩恵を受けられ

るマクロセル端末の数は少数に限られる． 
サブフレーム { n+2，n+5 } では，隣接する基地局 2 がバックホールサブフレームを設定

している．このサブフレームでは，基地局 1 に接続するマクロセル端末 1 および中継局 1
と中継局 2 に接続するリレーセル端末 1 と 2 において，基地局 2 に接続する中継局 3 と 4
からの干渉を受けない．このサブフレームにおける，h 番目のマクロセルに接続するマクロ

セル端末と h 番目のマクロセル内の k 番目のリレーセルに接続するリレーセル端末におけ

る受信 SINR は，それぞれ次式のように表せる． 
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(3-5) 
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 (3-6) 

ここで， )2( +nhh  は hM のサブセットである．式(3-5)と(3-6)における全干渉量は，式(3-1)
と(3-2)における全干渉量に比べて小さくなっている．このように，隣接マクロセル内の中

継局が送信停止しているサブフレームでは，マクロセル端末とリレーセル端末ともに SINR
の改善が得られる． 
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図 3-5 提案方式 1 におけるバックホールサブフレームの設定方法 
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提案方式 2 中継局個別バックホールサブフレームタイミング割当方法 
提案方式 2 では，同一基地局に接続する各中継局において異なったバックホールサブフ

レームのタイミングを設定する．図 3-3 において，基地局 1 に接続する中継局 1 と中継局

2 に関する回線①と②におけるそれぞれのバックホールサブフレームのタイミングが重な

らないように設定する．回線③と④についても同様に設定する．そして，回線①と②のバ

ックホールサブフレームと，回線③と④のバックホールサブフレームのタイミングは同一

に設定する．この提案方式 2 におけるサブフレーム構成を図 3-6 に示す．この提案方式で

は，バックホールサブフレームが複数サブフレームに渡って分散している．このため，マ

クロセル端末とリレーセル端末の双方において，式(3-1)の状況に比べて全サブフレームに

渡り干渉が低減される．サブフレーム { n+1，n+4 } において，マクロセル端末とリレーセ

ル端末は中継局 2 からの干渉を受けるものの，中継局 1 からの干渉は受けない．この場合

の，マクロセル端末とリレーセル端末の受信 SINR は，次式のように表せる． 

 
( )

( ) ( ) ( )∑ ∑∑∑
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ここで， )(nmζ は mR のサブセットである． )( inm +ζ は，サブフレーム { n+i } において，

m 番目のマクロセルのデータ送信している中継局の番号のセットを示している．また，

)(, nkhζ は kmR , のサブセットである． )(, inkh +ζ は，サブフレーム { n+i } において，m 番

目のマクロセルにおいてデータ送信している中継局の番号のセットを示している．式(3-7)
と(3-8)における全干渉量は，式(3-1)と(3-2)における全干渉量より小さくなる． 

バックホールサブフレームが分散することによって，基地局 1 において中継局に対して

割り当てる無線リソースは，複数サブフレームに渡って分散される．これにより，マクロ

セル端末は，従来方式に比べて隣接中継局からの干渉が低減されたサブフレームにおいて

割り当てられる機会が増えるので，干渉低減効果の恩恵を受けることができる． 
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図 3-6 提案方式 2 におけるバックホールサブフレームの設定方法 
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3.4. シミュレーション評価 

3.3.2 節で提案したセル間干渉低減方法を，システム全体を模擬してその性能を評価する

システムシミュレーションを用いて評価を行う．システムシミュレーションは 3GPP 
LTE-Advanced の規格標準化において定められている文献[3-9]に記載の評価条件に基づい

て構成している．この評価条件ではシステム構成，伝搬路のパラメータ，データの生成方

法など細部にわたってモデル化されているためシステム全体の性能を高い精度で評価でき

ることから，規格標準化においてシステム性能を評価する手法として用いられている．こ

こでは，システムシミュレーション方法および条件を説明し，続いて評価結果を示す． 
 
3.4.1. シミュレーション方法 
本研究では，システムシミュレーションを用いてシステム性能を評価する．システムシ

ミュレーションは，複数の基地局，中継局，端末が存在する複数セル環境の通信システム

を模擬してスループット特性などのシステム性能を評価するものである． 
 
本研究で用いるシステムシミュレーションの手順を簡単に説明する． 

1. 基地局，中継局，端末を配置してシステムを構成する．本研究のシステムシミュレ

ーションで用いるシステム構成を図 3-7に示す．図 3-7において1つの六角形をサイト

と呼び，19サイトでシステムを構成する．1サイトの中心に基地局を配置して，1つ

のサイトを3等分したエリアをマクロセルとする．中継局と端末はマクロセル内に所

定の数をランダムに配置する．また，このシステム構成では，19サイトのを繰り返

し配置することで，システム内のどの場所であっても同じ干渉状況を作り出してい

る．また，異なる方式を評価する場合には，配置の違いによる特性への影響を排除

するために同一の配置を用いる． 

2. 手順1で構成したシステムでシミュレーションを開始する．まず，端末の接続先を決

定する．各端末において各基地局および中継局からの平均受信電力レベルを測定し，

その平均受信電力レベルが最大となる局をその端末の接続先として選択する．各局

から端末までの伝搬路において距離減衰やシャドーイングをモデル化して平均受信

電力を測定する． 

3. 端末にデータ送信を行う接続先（基地局/中継局）において必要となる瞬時の伝搬路

情報を端末側で測定して接続先に報告する．伝搬路には端末の移動速度を考慮した

時間変動があるマルチパス周波数選択性フェージング伝搬路を用いる． 

4. 接続先（基地局/中継局）では，端末から報告された伝搬路情報を使ってデータ送信

する無線リソースの割当を行う．この無線リソースの割当機能をスケジューリング

と呼ぶ．このスケジューリング結果に基づいて，基地局/中継局は各端末に対してデ
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ータを送信する． 

5. 端末側においてデータ受信を行う．システムシミュレーションでは端末側における

受信SINRを測定して，この受信SINRに基づいて受信データの受信可否の判定を行う．

受信SINRの測定では，接続先からの所望信号および干渉局からの干渉信号はマルチ

パスフェージングの影響を受ける． 

6. 手順3から5を複数サブフレームにわたって繰り返し行う．その結果，システム全域

における受信SINR特性やスループット特性を評価する． 

 

 

 

 
図 3-7 シミュレーションにおける 19 サイトシステムの構成 
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3.4.2. シミュレーション条件 
主なシミュレーション条件を表 3-1に示す．このシミュレーション条件はLTE-Advanced

のリレー評価条件に基づいている[3-9]．システム構成は19サイト-57マクロセル（1サイトあ

たり3マクロセルから構成）のマルチセル環境とする．基地局は各サイトの中央に配置して

サイトを3等分した領域をマクロセル領域とする．中継局は各マクロセル領域に一様分布に

4台配置する．端末は同様に25台配置する．中継局に関する伝搬路モデルには，文献[3-9]に

記載のモデルを適用する． 

本評価では，各端末は下り回線の平均受信電力レベルが最大のセル（マクロセル/リレー

セル）に接続する．マクロセル端末とリレーセル端末の比率はそれぞれ約60%および40%で

あった．各回線では，伝搬路の品質を示すCQI（Channel Quality Indicator）報告に基づいて，

送信データの符号化率と変調方式（MCS：Modulation and Coding Schemes）を適用的に制御

する．本評価では，ターゲットパケット誤り率を10%として適応制御を行う．各基地局は10

サブフレーム中の4サブフレームをバックホールサブフレームに設定する．つまり，この4

サブフレームにおいて中継局は基地局からのデータを受信する．しかし，基地局では，こ

のバックホールサブフレームにおいて中継局へのデータ送信だけでなく，マクロセル端末

へのデータ送信も行うことができるものとする．この基地局が送信するバックホールサブ

フレームにおける中継局に対して割り当てるリソースは，次式により算出する[3-8]． 

 

 
Total

RelayCell
Backhaul N

N
R =  (3-9) 

 
ここで，NRelayCellはターゲットの中継局に接続する端末の数であり，NTotalは送信側とな

るその基地局がデータを供給する全て端末の数とする．また，1 つの基地局において複数の

中継局に対してデータを割当てる場合，リソースの割当では PF スケジューラで決定する．

この場合，1 つの基地局に 2 つの中継局が接続し，それらの中継局が同等の品質（SINR）

であれば同等のスループットになる．  
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表 3-1 シミュレーション条件 

パラメータ 条件 
キャリア周波数 2.0 GHz（10MHz 帯域） 
サブキャリア間隔 15 kHz 
サブキャリア数 600 
サイト間距離 500 m 
セル配置 Hexagonal grid，19 サイト，3 マクロセル/サイト 
送信電力 BS：46dBm，RN：36dBm 
チャネルモデル Relay チャネルモデル[3-9] 
アンテナ構成 Tx:1，Rx:2 
周波数リソース割当単位 180 kHz（12 サブキャリア） 
トラフィックモデル Full buffer モデル 
スケジューリング PF（Proportional Fairness）スケジューラ 
CQI フィードバック遅延 10 サブフレーム 
中継局数 マクロセルあたり 4 中継局 
端末数 マクロセルあたり 25 端末 
バックホールサブフレーム数 4 サブフレーム（10 サブフレームあたり） 
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3.4.3. シミュレーション結果 
シミュレーション結果を示す．まず受信 SINR 特性の結果を示して，次にスループット

特性を示す． 
 
受信 SINR 特性 
図 3-8 と図 3-9 では，各干渉抑圧方式におけるマクロセル端末とリレーセル端末の受信

SINR の累積分布関数（Cumulative Distribution Fanction：CDF）特性をそれぞれ示す．

これらの図では，横軸は受信 SINR を，縦軸は受信 SINR の累積分布をそれぞれ示してい

る．この受信 SINR の CDF 特性のグラフについて簡単に説明する．このグラフでは，横軸

で示す受信 SINR 以下となる端末がシステム全体の中にどの程度の割合で存在するかを示

している．例えば，図 3-8 のグラフでは，受信 SINR=10dB となる CDF が約 60%である．

これは，受信 SINR が 10dB 以下となる端末がシステム全体の中で約 60%存在しているこ

とを示している．そして，同一の受信 SINR において異なる CDF の値を比較する場合，よ

り小さな値の方が良好な特性である．また，同一の CDF の値において受信 SINR を比較す

る場合，より高い SINR の方が良好な特性である．このことから，2 つの CDF 特性のグラ

フを比較する場合には，右側にあるグラフの方が良好な特性となる． 
図 3-8 と図 3-9 の結果から，提案方式 1 と提案方式 2 の受信 SINR 特性は従来方式の受

信 SINR 特性より改善していることがわかる．図中に CDF 50%のポイントにおける従来方

式に対する提案方式 1 および 2 の受信 SINR の改善量を示す．図 3-8 のマクロセル端末の

受信 SINR 特性から，マクロセル端末では従来方式に比べて提案方式 1 および提案方式 2
における受信 SINR 特性がわずかに改善していることがわかる．一方で，図 3-9 のリレー

セル端末の受信 SINR 特性から，リレーセル端末では従来方式に比べて提案方式 1 および

提案方式 2 において受信 SINR 特性がマクロセル端末に比べて大きく改善していることが

わかる．これについて以下の理由が考えられる．まず，従来方式では中継局が同じタイミ

ングで送信停止しているためリレーセル端末に対して干渉低減効果がない．これに対して，

提案方式 1 および提案方式 2 では，中継局が送信停止しているサブフレームのタイミング

がずれている．このため，特にリレーセル端末において中継局が送信停止しているタイミ

ングにおいてその中継局からの干渉低減効果が得られるため受信 SINR が改善したものと

考えられる． 
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図 3-8 マクロセル端末における受信 SINR の CDF 特性 

 

 
図 3-9 リレーセル端末における受信 SINR の CDF 特性 
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各方式の評価において，基地局，中継局，端末を同じ位置に配置し，かつシステム構成

を同じ条件としている．これは配置位置の違いによるスループットへの影響を排除するた

めである．同じ場所に配置された端末における受信 SINR 特性の差異は，バックホールサ

ブフレームのタイミング制御に起因する特性差である．そこで，同じ場所に配置された端

末における従来方式に対する提案方式 1 および提案方式 2 の受信 SINR の改善量について

詳細な分析を行う．マクロセル端末とリレーセル端末における従来方式に対する提案方式 1
および提案方式 2 の受信 SINR の改善量を算出し，その SINR の改善量の累積確率分布特

性を図 3-10 と図 3-11 に示す．図 3-10 にはマクロセル端末における受信 SINR の改善量

を，図 3-11 にはリレーセル端末における受信 SINR の改善量をそれぞれ示す． 
図 3-8 と図 3-10 の結果から，マクロセル端末では，提案方式 2 に比べて提案方式 1 に

おいて SINR の改善が得られていることがわかる．図 3-10 から，提案方式 1 では 0.1dB
以上の SINR の改善が得られている端末の割合は約 30%である．一方で，提案方式 2 では

約 20%である．これは，提案方式 2 では，マクロセル端末はどのサブフレームでも同じマ

クロセル内のリレーセルからの干渉を何かしら受けるからである．提案方式 1 では，同じ

マクロセル内の全てのリレーセルから干渉を受けないサブフレームが存在するので，この

恩恵を受けた端末において SINR が改善したものである． 
図 3-9 と図 3-11 の結果から，リレーセル端末では，提案方式 1 に比べて提案方式 2 の

方がより高い改善が得られていることがわかる．図 3-11 から，提案方式 1 では，0.1dB 以

上の改善が得られる端末の割合は約 40%であるが，提案方式 2 では約 50%であることがわ

かる．これは，リレーセル端末は隣接するリレーセルがバックホールサブフレームにおい

て，その隣接リレーセルの近くにいると，その隣接リレーセルからの支配的な干渉を低減

できるからである． 
以上の結果から，提案方式 1 はマクロセル端末に対して効果的な方法であり，提案方式 2

はリレーセル端末に対して効果的な方法であることがわかる． 
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図 3-10 マクロセル端末における受信 SINR の改善量 
 
 

  
図 3-11 リレーセル端末における受信 SINR の改善量 
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スループット特性 
次に，各干渉低減方法についてスループット特性を比較する．表 3-2 にセル端スループ

ットと平均スループットを示す．セル端スループットは，各端末のスループットの累積分

布の下位 5%のスループットとする．また，合計スループット，マクロセルのスループット，

リレーセルのスループット，バックホールのスループットの各平均スループットを示す．

合計スループットは，マクロセルのスループットとリレーセルのスループットを合計した

ものである．また，バックホールのスループットは，バックホールサブフレームにおける

基地局から中継局へのスループットを示している．比較対象として中継局を配置しないシ

ステム，つまり基地局のみ配置したシステムにおけるセル端スループットとセルスループ

ットをあわせて示す．各評価の際には端末の配置位置の違いによるスループットへの影響

を排除するために，端末の配置は同一にする． 
表 3-2 の結果から，提案方式 1 と提案方式 2 では従来方式よりセル端スループットにお

いて高い改善量が得られている．これは前節において解析した SINR の改善量により得ら

れた効果である．表 3-2 の合計セルスループットの結果から，中継局を用いることで，基

地局のみの場合に対して 15%以上のスループットの改善が得られる．また，干渉低減方式

について提案方式 1，提案方式 2，従来方式の順に合計セルスループットが高いことがわか

る．これは先に述べた干渉低減効果がセルスループットの改善に寄与したためである． 
また，リレーセルのスループットが，バックホールのサブフレームに制限されているこ

とがわかる．これは，リレーセルではバックホール回線で受信したデータを送信するのに

十分なリソースがあることを示している．リレーセルでは送信するリソースに余裕がある

ことから CQI 報告に基づいて選択される MCS より誤り耐性が強い MCS を選択して送信

することが可能である．これは，リレーセルスループットには干渉低減効果は寄与してい

ないことを示している． 
リレーセルスループットにおいて干渉低減効果を引き出すためには，バックホールサブ

フレームにおけるスループットの改善が必要である．本評価では，各中継局に対するバッ

クホールに割り当てられる無線リソース量は，接続する端末数によって決定しているが，

バックホール回線に対してより多くの無線リソースを割り当てることで，バックホールの

スループットを改善することができる．しかしながら，この手法では，マクロセル端末に

対して割り当てる無線リソース量が減ってしまうので，セル端スループットの劣化を引き

起こしてしまう可能性がある． 
以上の結果から，提案方式 1 ではマクロセル端末の SINR が改善することから，これが

寄与してセルスループットが向上する．一方で，提案方式 2 ではリレーセル端末の SINR
が改善するが，セルスループットに対する効果は限定的である．以上から，提案方式 1 で

ある基地局個別バックホールサブフレームタイミング方法が，最適なセル間干渉抑圧方法

と結論づけられる． 
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表 3-2 スループット比較 

方式 
セル端スルー

プット[kbps] 
平均スループット [Mbps] 

合計 マクロセル リレーセル ﾊﾞｯｸﾎｰﾙ 
ﾏｸﾛのみ 216 16.38 ‐ ‐ ‐ 

従来方式 
218 18.97 11.01 7.97 8.18 

+0.9% +15.8% ‐ ‐ ‐ 

提案方式 1 
221 19.16 11.12 8.03 8.18 

+2.3% +17.0% ‐ ‐ ‐ 

提案方式 2 
220 19.04 10.14 8.90 8.99 

+1.9% +16.2% ‐ ‐ ‐ 
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3.5. まとめ 

本章では，無線中継通信システムにおいて，協調制御を用いた無線中継通信システムに

おけるスループットの向上について述べた． 
無線中継通信システムでは，中継局を複数設置することでシステム全体のスループット

を向上させることが検討されている．しかしながら，中継局を複数設置することで中継局

間が相互に干渉を与えスループット低下を引き起こしてしまう課題がある． 
そこで，各基地局から中継局にデータ送信するタイミングを制御する方法を提案して，

中継局間の干渉を抑えてスループットの向上を図った．これは，中継局が基地局からのデ

ータを受信しているタイミングでは，その中継局はデータ送信を停止していることに着目

したものである．提案方式はバックホールサブフレームを割り当てるタイミングを制御す

る方法で，基地局毎に異なるタイミングを割り当てる提案方式 1，中継局毎に異なるタイミ

ングを割り当てる提案方式 2 の 2 方式を提案した． 
これらの提案方式について，複数セル環境のシステムシミュレーションにより定量評価

を行った．受信 SINR 特性の評価の結果から，提案方式 1 はマクロセル端末における受信

SINR の改善が大きくセル間干渉の抑圧効果が高いことが分かった．また，提案方式 2 はリ

レーセル端末においてセル間干渉の抑圧効果が高いことが分かった．そして，スループッ

ト評価による結果より，中継局を用いないシステムに比べて平均スループットでは 15.8%，

セル端スループットでは 0.9%の改善が見られた．これに対し提案方式 1 では，平均スルー

プットの改善量は 17.0%，セル端スループットの改善量は 2.3%が得られた．これらの結果

から提案方式 1 は効果的なセル間干渉抑圧方法であることがわかった． 
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4. 基地局間協調通信システムに関する研究 

4.1. はじめに 

基地局間協調通信は 1 つの端末に対して複数の基地局が協調して通信を行う通信方式で

ある．これは第 2 章において検討した MIMO 通信における複数送受信点の概念を，離れた

場所に設置されている基地局に拡大したマルチポイント通信である．複数の基地局が同じ

周波数帯域を用いる通信システムでは，各基地局が端末に干渉を及ぼしあう．特に，基地

局のカバーエリアであるセルの境界付近では，隣接セルからの干渉が強いために受信品質

が劣化しスループットの低下を引き起こす．このようなセル境界付近における劣悪な通信

環境に対して，基地局間協調通信は複数の基地局から協調して送信することで，良好な通

信環境を提供することができる．例えば端末がセル境界にいる場合，隣接セルからの信号

はこの端末にとって干渉となるが，基地局間協調通信を適用することで隣接セルからの干

渉をこの端末に対する所望信号として用いることができる．このためセル境界における端

末の受信品質を改善しスループットを向上することができる[4-1][4-2]．このように基地局

間協調通信システムはセル境界付近で通信を行う端末のスループット向上が期待できるこ

とから，次世代のモバイル通信において必須技術として注目されている．実際に第 4 世代

モバイル通信システムである 3GPP LTE-Advanced の規格標準化においても主要機能の 1
つとして検討されてきた[4-3][4-4][4-5][4-6]．LTE-Advanced ではこの基地局間協調通信は

CoMP（Coordinated Multi Point transmission and reception）と呼ばれている． 
基地局間協調通信では，複数の基地局から協調して送信する際に端末の各基地局に関す

るチャネル状態に基づいて制御を行う．このため，協調送信する各基地局に関するチャネ

ル状態を端末が測定して基地局に報告する必要がある．例えば，2 つの基地局から送信され

る可能性がある端末は，その 2 つの基地局に関するチャネル状態を測定して基地局に報告

する．一方で，全ての端末において複数の基地局から送信するわけではない．つまり，基

地局間協調送信を適用する端末と適用しない端末が混在することになる．基地局間協調送

信を適用しない端末では，接続先の基地局（サービング基地局）に関するチャネル状態だ

けを測定し報告する．このように，端末毎にチャネル状態の報告の数が異なると，基地局

における割当処理（スケジューリング）において各端末が割り当てられる割合に違いが発

生する．基地局間協調通信を適用して複数基地局のチャネル状態を報告する端末のほうが

割り当てられる割合が大きくなり端末間の公平性が保たれなくなり平均スループット向上

も制限される． 
本研究では，端末の割当機会の公平性を確保し，かつ平均スループットを向上させるス

ケジューリングアルゴリズムの提案を行う．提案アルゴリズムでは，チャネル状態の報告

数を用いた重みづけを導入する．これにより，複数基地局のチャネル状態を報告する端末

への過剰な割当を抑制し，他の端末における割当不足による平均スループットの低下が改
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善する．なお，本研究は著者論文[4-7] (copyright©2013 IEICE)をまとめたものである． 
 

4.2. 基地局間協調通信システム 

本節では LTE-Advanced における基地局間協調通信システムを例に説明する[4-4]．  
 
4.2.1. 基地局間協調通信方式 
基地局間協調通信は，第 2 章において検討した MIMO 通信における複数送受信点の概念

を，空間的に異なる場所に設置されている基地局に拡大したマルチポイント通信である．1
つの端末に対して複数の基地局から協調して送信することで干渉制御や回線品質の改善を

実現することでスループットを向上できる．この基地局間協調通信は大きく 2 種類の方式

に分類できる．1 つは Joint Processing (JP)であり，もう 1 つは Coordinated Beamforming 
(CB)である．以下ではこの 2 種類の基地局間協調通信方式について説明する． 
 
Joint Processing（JP） 

Joint Processing（JP）では，1 つの端末に送信するデータを複数の基地局で共有してお

き，各基地局からデータを送信することができる．基地局間協調通信を用いない従来の通

信システム（以下，従来システムと記す）では接続基地局（サービング基地局）以外の基

地局から送信される信号は干渉となるが，この基地局間協調通信ではその干渉信号が所望

信号となる．このため，受信側において他セル干渉を低減できることから受信品質を改善

できる． 
この JP はさらに 2 種類の方式に分類できる．Joint Transmission (JT)と Dynamic Point 

Selection (DPS)である．JT は 1 つの端末に対して複数基地局から同時にデータを送信する

基地局間協調通信方式である．従来システムでは隣接セルから強い干渉を受けるが，JT で

はこの干渉が所望信号となるので受信品質を改善できる．また，DPS は端末に対して伝搬

路状況が最も良好な基地局を選択して送信する基地局間協調通信方式である．JT では，1
つの端末に対して複数の基地局から同時に同じデータを送信するため送信の効率が低下し

てしまう．一方で，DPS では，複数の基地局から 1 つの基地局を選択してデータを送信す

るので JT のような効率の低下は発生しない． 
 
Coordinated Beamforming（CB） 

Coordinated Beamforming（CB）では各基地局で協調したアンテナのビーム送信を行う．

このビーム送信により隣接セルへの与干渉を低減することで，端末における受信品質を改

善することができる．基地局間で協調するビーム形成方法にはさまざまなアルゴリズムが

ある．しかしながら，所望信号の強度を強めると他セルへの与干渉を高める可能性があり，

反対に与干渉を抑えようとすると所望信号も弱める可能性がある，といった様に所望のビ
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ーム形成が困難である．このような理由もあり，CB はデータを送信する無線リソースの割

当を基地局間で協調させるCoordinated Scheduling (CS)と併用することがよく用いられる． 
一般に CB に比べて JP の方が良好な特性を示す．それは，JP では複数の基地局から送

信することができるため，基地局間（サイト）ダイバーシティの効果が得られるためであ

る．また，JP 方式の中で比較すると DPS に比べて JT の方が複雑度の観点で課題がある．

それは，JT では複数の基地局から同時に送信するため，その同時送信する複数基地局の選

択方法や，複数基地局の同時送信時におけるチャネル状態のフィードバック方法などが複

雑になるためである．例えば，2 つの基地局から JT を行う場合，端末側では，①2 つの基

地局から送信した合成したチャネルに関する情報，②それぞれの基地局が単独で送信した

チャネルに関する情報，といったようにフィードバック方法が複雑になる．また，複数基

地局から同じ信号を送信することに起因する受信側における周波数選択性フェージングの

発生を抑えるために，基地局間の送信タイミングを調整する必要があるといった課題もあ

る． 
以上から，本研究では基地局間協調通信方式として性能と実現性の観点から DPS に限定

して検討を行う． 
 
4.2.2. 基地局間協調通信システムの構成 
基地局間協調通信システムの構成について説明する．図 4-1 に基地局間協調通信システ

ムの構成図を示す．基地局間協調通信システムでは，基地局間の協調通信を実現するため

に複数の基地局を 1 つの制御装置で集中的に制御するシステム構成を用いる．基地局と制

御装置は光ファイバーで接続することを想定して，この間の遅延時間は制御に影響しない

ものとする．ここで 1 つの制御装置が制御する範囲を協調エリアと定義する．この協調エ

リアが協調通信に参加できる基地局を限定するエリアとする．協調エリアを跨ぐ基地局間

では協調制御は行わない． 
基地局間協調通信システムでは，端末は複数の基地局と通信するがフィードバック情報

などの制御情報をやり取りする基地局は１つに限定する．この制御情報を通信する基地局

をサービング基地局とする．また，協調通信に参加できる基地局は端末毎にそれぞれ選択

される．この協調通信に参加できる基地局を協調基地局とする．この協調基地局の集合を

協調セットとする．この協調セットは協調エリア内に含まれる全ての基地局からなる集合

のサブセットとなる．また，サービング基地局はこの協調セット内の１つの基地局となる．

図 4-1 では，端末 MT（Mobile Terminal）のサービング基地局は BS1（Base Station）と

なり，協調セットは集合{BS1，BS2}となる． 
次に，このサービング基地局と協調セットの選択方法について説明する．各基地局はそ

れぞれ個別の参照信号 CRS（Cell specific Reference Signal）を送信する．この CRS は端

末側で既知の信号であるため端末において基地局から送信された信号の受信電力測定に使

うことができる．端末は各基地局から送信される CRS の受信電力 RSRP（Reference Signal 
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Received Power）を測定する．そして，端末は測定した RSRP をネットワーク側に報告す

る．端末から報告された RSRP の値に基づいて，その受信電力レベルが最大となる基地局

を，その端末のサービング基地局に設定する．ネットワーク側と各端末は，このサービン

グ基地局を経由して送受信データの制御情報を通信する． 
そして，ネットワーク側は報告された RSRP の値に基づいて各端末における協調セット

を設定する．協調基地局には，協調通信を適用した際に効果が見込める基地局を選択して

設定する．このため，協調基地局の選択に時間平均化された RSRP の値を用いる．図 4-2
に協調セットの選択方法を示す．端末から報告された各基地局の RSRP 値がサービング基

地局の RSRP 値に対してあらかじめ設定しておいた協調セット選択閾値の範囲内にある場

合，その報告 RSRP 値に対応する基地局を協調基地局として選択する．図 4-2 では，BS1
がサービング基地局であり，その RSRP 値を基準として協調セット選択閾値範囲内に含ま

れる BS2 が協調基地局と選択される．この場合，この端末 MT における協調セットは BS1
と BS2 からなる集合である． 
 

 
図 4-1 基地局間協調通信システムの構成図 
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図 4-2 協調セットの選択方法 
 
 
4.2.3. チャネル状態の報告方法 
基地局間協調通信では，協調通信を行うために端末側で測定したチャネル状態情報 CSI

（Channel State Information）をネットワーク側に報告する必要がある．ここでは，この

CSI の報告方法について説明する．基地局間協調通信では，端末において 4.2.2 節で述べた

協調セット内の各基地局に関するチャネル状態を測定する．そして，その測定結果もしく

は測定結果に基づいて端末側で選択した送信パラメータをネットワーク側に報告する． 
LTE-Advanced では，チャネル状態の測定には，チャネル状態測定用の参照信号である

CSI-RS (Channel State Information - Reference Signal)を用いる．端末側におけるチャネ

ル状態の測定および報告方法について以下で手順を示す． 
 
手順 1： チャネル状態測定用参照信号（CSI-RS）の設定 
 各基地局は CRS に加えてチャネル状態測定用の参照信号 CSI-RS を送信する．この

CRS-RS を送信するリソース（OFDM の周波数-時間リソースの一部分）は，基地局毎に所

定の場所が定められている．ここで，この CSI-RS を送信するリソースを CSI-RS リソース

と呼ぶ．協調エリア内の各基地局が送信する CSI-RS は相互に直交している．つまり，各基

地局間では異なるリソースを用いて CSI-RS を送信し，ある基地局が CSI-RS を送信する

CSI-RS リソースでは，協調エリア内のほかの基地局は送信を停止する．このような CSI-RS
の送信方法により，協調エリア内の基地局間では CSI-RS に対して干渉を与えることがない

ので，端末における CSI-RS 受信で高い SINR を維持できる．端末では，このような CSI-RS
を用いることでチャネル状態を高精度に測定できる． 
 

BS1
BS2

BS3

RSRP

協調セット選択閾値

サービング
基地局

協調セット
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手順 2： CSI 報告の設定 
ネットワーク側は各端末に対して協調セットに関する情報とその協調セットに対して測

定対象となる CSI-RS リソースを設定する．この CSI-RS リソースの設定では，協調セット

中の特定の CSI-RS リソースを，①希望信号測定用リソースとする希望信号成分と，②干渉

測定用リソースとする干渉成分に設定することができる．これらの希望信号成分と干渉成

分を組み合わせることで一組の CSI 報告を設定することができる．例えば，着目する基地

局に対応する CSI-RS リソースを希望信号成分とし，それ以外の CSI-RS リソースを干渉成

分として組み合わせて CSI 報告を設定することで，着目した基地局からデータ送信する際

のチャネル状態を測定することができる．そして，複数の基地局に対してそれぞれ CSI 報

告を設定することで，各基地局のチャネル状態を測定することが可能となる．DPS では，

各端末の協調セットに含まれる基地局に対してそれぞれ個別の CSI 報告を設定する．この

ように複数の CSI 報告を行うことで，ネットワーク側のスケジューラにおいてチャネル状

態に応じて最適となる基地局から送信することが可能となる． 
 
手順 3： CSI 測定とその測定結果の報告 
上記のようにネットワーク側から通知された CSI 測定に関する情報に従い端末は CSI 測

定を行う．そして，端末は測定した CSI 情報をネットワーク側に報告する．CSI の詳細に

ついては次節で説明する． 
 
 
4.2.4. チャネル状態の報告情報 
基地局毎の CSI 報告には次の情報が含まれる． 
 

a) ランク情報 RI（Rank Indicator） 
MIMO 通信における空間多重数を示す情報である．この RI に基づいて送信側は

送信多重数を制御する． 
b) プリコーディング行列情報 PMI（Precoding Matrix Indicator） 

プリコーディング送信に用いる行列情報である．この PMI に基づいて送信側は

プリコーディング送信を行う．プリコーディング行列はあらかじめ複数の候補

を定義しておき基地局と端末間で共有しておく．そのプリコーディング行列の

集合をプリコーディングコードブックと呼ぶ．PMI はコードブックのうちの特

定の行列を指し示す． 
c) チャネル品質情報 CQI（Channel Quality Indicator） 

通信路の品質を示す情報である．この CQI に基づいて送信側は変調方式と符号

化率の組み合わせである MCS（Modulation and Coding Scheme）を制御する． 
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これらの CSI 報告する情報は，各基地局から送信される CSI-RS を用いて端末側で推定

したチャネル推定値に基づいて導出される．そして，これらの情報はサービング基地局に

対して端末から上り回線を用いて報告される．ここで，PMI のコードブックには LTE シス

テムで用いられているもののうち 2 アンテナ送信時のものを用いる．この 2 アンテナ送信

時に用いられるプリコーディングコードブックを表 4-1 に示す．表 4-1 のランクは CSI 報
告のランク情報 RI に対応しており，ランク 1 のコードブックは 4 つのベクトルから構成さ

れ，ランク 2 のコードブックは 2 つの行列から構成される．各ベクトルおよび行列の要素

は各送信アンテナにおける送信ウエイトを示している．本研究では，RI と PMI については

10MHz 帯域で一括した制御を適用し，CQI については 1.06MHz に相当する帯域（LTE シ

ステムの 6 リソースブロック）での制御を適用する． 
 

表 4-1 2 アンテナ送信時におけるプリコーディングコードブック 
ランク コードブック 
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4.2.5. 複数 CSI 報告に関する課題 

4.2.2 節で述べたように，協調セットに含まれる協調基地局の数は，サービング基地局の

受信電力値を基準にした協調セットの選択閾値により決定される．これは，端末側におい

て基地局からの CSI-RS を測定する際にある程度の受信品質（SINR）を確保するためであ

る．受信電力が低い基地局から送信された CSI-RS は端末における受信品質が低い．このよ

うな受信品質が低い CSI-RS を使ってチャネル推定を行った場合，その推定精度が低いため

にその推定結果を使って導出する CSI 報告の精度も低くなる．このような精度の低い CSI
報告を使って協調制御を行うとその影響により特性劣化が生じてしまう．上記のような協

調セット選択閾値を用いて協調基地局を選択することで，CSI 報告の精度低下による特性

劣化を回避することが可能となる． 
このように協調セット選択閾値を用いて協調基地局を選択することで，各端末における

協調基地局数が異なるため，端末毎に CSI 報告の数が異なることになる．このように CSI
報告数が端末毎に異なるため，ネットワーク側のスケジューリングアルゴリズムにおける

影響や，CSI 報告に含まれるチャネル推定精度の影響を考慮する必要がある．例えば，CSI
報告数が異なる 2 つの端末について考える．端末 a は単一の CSI 報告を設定され，端末 b
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は 2 つの CSI 報告を設定されたとする．ここで，端末 b における 2 つの CSI 報告は同等の

受信品質（SINR）となる 2 つの CSI 報告が設定されたものと仮定する．この場合，通常基

地局で用いられている Proportional Fairness（PF）スケジューラでは，端末 b が割り当て

られる確率は端末 a に比べて増大する．これは，端末 b が測定する 2 つの基地局に関する

チャネル状態はそれぞれ独立に変動するため，受信品質が良好となる状況が端末 a に比べ

て増えるためである．このように複数 CSI 報告を設定された端末は PF スケジューラにお

いて割り当てられる確率が増大する．また，CSI 報告におけるチャネル推定精度の劣化が

さらに悪い影響を及ぼす．推定誤差のない理想的な CSI が得られる場合では，スケジュー

ラによる割当確率の上昇は各端末におけるチャネル状態をそのまま反映するので，ユーザ

スループットを改善できる．しかしながら，実環境では理想的な CSI 測定が実現できない

ため誤差を含んだ CSI を測定することになる．このような誤差を含んだ CSI 報告に基づく

割当確率が上昇するとユーザスループットが低下するという課題が発生する．  
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4.3. スケジューリングアルゴリズム 

4.3.1. 従来方式 
ここでは，従来用いられている PF スケジューリングのアルゴリズムを説明する．PF ス

ケジューラでは，各端末に対してサブフレーム毎に PF メトリックを算出し，その PF メト

リックが大きな値となる端末から順番に割り当てを行う．第 n サブフレーム，第 i 番目の端

末に対する PF メトリック [ ]nPFmetrici  は式(4-1)のように計算される[4-8]． 
 

 [ ] ( )
( )

( )0,, ≥= βαβ

α

i

i
i AveTP

instantTPnPFmetric  (4-1) 

 

ここで，分子項 iinstantTP  は第 i 番目の端末から報告された CQI により推定される瞬時

スループットを示している．分母項 iAveTP  は同じ端末における平均スループットを示し

ている．この式は文献[4-9]における Weighted PF スケジューリングの概念に基づいており，

分母と分子それぞれに重み付け係数α およびβ がついている．この Weighted PF スケジュ

ーリングでは， βα が 0 に近いほど結果の公平性を確保でき， βα が大きいほどシステ

ムの平均スループットの最大化を狙ったスケジューリングが可能となる．また， 1== βα
のとき，Proportional Fair Scheduling となり機会の公平性を確保できる． 
 
4.3.2. 提案方式 
次に，複数 CSI 報告の影響を考慮したスケジューリングアルゴリズムを提案する．提案

方式では，従来の PF メトリックの算出式(4-1)において CSI 報告の数に応じた重み付けを

新たに導入する．提案方式における PF メトリック [ ]ncPFmetri i′ を式(4-3)に示す． 
 

 [ ]
( )

( )
( )

( )φβ

α

φ ≤×=′ 0,1

i

i

i
i AveTP

instantTP
backnumCSIfeed

ncPFmetri  (4-2) 

 

この式では， ibacknumCSIfeed  は第 i番目の端末に設定されたCSI報告の数を示している．

そして，φ  はこの CSI 報告数に対する重み付け係数である．このように CSI 報告数による

重み付けを導入することで PF スケジューラにおいて以下のように作用する．CSI 報告数が

複数の端末では，CSI 報告数による重み付けにより算出される PF メトリックが小さな値と

なる．このため，PF メトリックの大きな端末から順に選択する PF スケジューラにおいて

この端末が選択される確率が低くなる． 
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通常，チャネル推定精度は基地局から送信される CSI-RS の端末側における受信 SINR
に依存する．基地局間協調通信が最も効果を発揮するセル境界ほど，チャネル推定精度の

劣化が懸念される．それゆえ，特に複数 CSI 報告が効果的な低 SINR 環境ほどチャネル推

定誤差の影響を受けやすい．このため，CSI 報告数による直接的な重み付けに対して重み

付け係数φ  を適用することによりチャネル推定誤差の影響を柔軟に軽減できるものと期待

される．本研究では，このφ  による重み付け効果に集中した議論とするためα およびβ を

1 とした Proportional Fair Scheduling の動作を前提とし，φ  をパラメータとして評価を

行う． 
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4.4. シミュレーション評価 

 
4.4.1. シミュレーション方法および条件 
ここでは，提案のスケジューリングアルゴリズムの性能を検証するためにシステムシミ

ュレーションによる定量的評価を行う．システムシミュレーションは第 3 章の評価に用い

たものと同様に，複数の基地局と端末が存在する複数セル環境の通信システムを模擬して，

スループット特性などのシステム性能を評価するものである．基本的なシミュレーション

の手順は 3.4.1 節で述べたものと同じである． 
シミュレーション方法および条件を説明する．シミュレーション環境は図 4-3 に示す 19

セルサイト構成のマルチセル環境[4-4]とする．図 4-3 において六角形の 1 つが 1 サイトを

表し，システム全体は 19 サイトから構成される．各サイトを 3 分割したエリアを 1 つの基

地局がカバーするマクロセルとする．基地局は各サイトの中心に配置して各マクロセルを

カバーする．つまり，各サイトの中心にはカバーするエリアが異なる 3 つの基地局が配置

されている．また，シミュレーションの構成を簡易にするために協調エリアはあらかじめ

固定とし，図 4-3 において同一のパターンで分割されたエリアを協調エリアとする．協調

エリアは，3 サイト 9 基地局もしくは 2 サイト 6 基地局から構成される．シミュレーション

では，この 3 サイト 9 基地局間もしくは 2 サイト 6 基地局間で協調送信を行う．協調エリ

ア内の基地局間は低遅延・大容量の通信が可能な光ファイバーで接続することを想定して，

基地局間の通信では遅延が発生しないものとする．基地局の送信アンテナ数は 2 本，端末

の受信アンテナ数も 2 本とする．そのほかの主なシミュレーション条件を表 4-2 に示す．

評価環境は 3GPP LTE-Advanced の評価で用いられる評価条件である[4-4]． 
基地局間協調通信方式には DPS を用いる．協調セットの選択閾値はサービング基地局の

電力を基準に-10dB とし，端末あたりの協調基地局の最大数は 3 とする．これらの条件で

は協調送信による協調の効果と協調数増加に伴う複雑度の増大を考慮して文献[4-14]で示

される設定を用いている．例えば，協調セットの選択閾値を小さく設定すると基地局間協

調送信の効果は限定されてしまう．一方で，協調セットの選択閾値を大きく設定すると端

末において多数の基地局に対する CSI 測定が必要となり処理量が増大してしまう． 

そして，実環境を想定して CSI 測定時および復調時におけるチャネル推定において推定

誤差を与えるために，推定誤差モデルを適用する．CSI 測定時の誤差モデルには文献[4-10]
のモデルを用いる．この誤差モデルでは，推定誤差をガウス雑音により模擬する．推定誤

差 を 与 え る雑 音 の 分散 2σ に CSI-RS の 受 信 SINR を 用 い る ． 具体 的 には

)(12
MSESINR ∆∗=σ により推定誤差を発生させる．ここで， MSE∆ は端末側における

CSI-RS 推定処理の処理利得である．ここでは dB4=∆MSE とした．一方で，復調時のチャ

ネル推定の誤差モデルに文献[4-11]のモデルを用いる． 
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図 4-3 19 サイトシステムの構成および協調エリアの設定 
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表 4-2 シミュレーション条件 
パラメータ 条件 

セル配置 Hexagonal grid 19 サイト配置, 3 マクロセル/サイト 
サイト間距離 500m 
建物挿入損失 20dB 
シャドーイング相関 サイト間：0.5，サイト内マクロセル間：1.0 
チャネルモデル SCM-UMa[4-12] 
基地局送信電力 46dBm 

アンテナパターン 

3D パターン 
( ) ( ) ( ){ }[ ]mHV AAAA ,min, ϕθθϕ +−−=  

垂直パターン： ( )


















 −
−= v

dB

tilt
V SLAA ,12min

2

3θ
θθθ  

°=103dBθ ， °=15tiltθ ， dBSLAv 25=  

水平パターン： ( )



















−= m

dB
H AA ,12min

2

3ϕ
ϕϕ  

°= 703dBϕ ， dBAm 25=  
アンテナ構成 送信アンテナ：2，受信アンテナ：2 
基地局アンテナ高 25m 
端末アンテナ高 1.5m 
端末数 マクロセルあたり 10 端末 

MCS セット 
QPSK（R=0.076，0.117，0.188，0.301，0.438，0.588） 
16QAM（R=0.369，0.479，0.602） 
64QAM（R=0.455，0.554，0.65，0.754，0.853，0.926） 

ターゲット BLER 20%（初回送信時） 
再送方法 Asynchronous adaptive, Incremental redundancy 
トラフィックモデル Full buffer モデル 
基地局間協調送信方式 DPS（Dynamic Point Selection） 
最大協調基地局数 3 
協調セットの選択閾値 サービング基地局を基準に -10dB 
CSI 報告周期 10 msec 
CSI 報告遅延 4 msec 
チャネル推定 実チャネル推定（CSI 推定用[4-10]，復調用[4-11]） 
受信方式 MMSE 受信 
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4.4.2. シミュレーション評価結果 
 
複数 CSI 報告を行う端末の割合 
シミュレーションの結果の全端末の中で複数 CSI 報告を行う端末の比率を表 4-3 に示す．

この結果から 36.6%の端末において複数 CSI 報告が設定されている．その内訳は，2 CSI
報告端末が 19.2%で，3 CSI 報告端末が 17.4%である．また，残りの 63.4%の端末が単一

CSI 報告端末である．このように，40%弱の端末が複数 CSI を報告する端末に該当するこ

とが確認できる． 
 

表 4-3 複数 CSI 設定の端末の比率 
端末の種類 端末の割合 

1CSI 報告端末 63.4% 
2CSI 報告端末 19.2% 
3CSI 報告端末 17.4% 

 
 
協調セット内の CSI-RS における SINR 分布 
協調セット内の基地局から送信される CSI-RS の端末において観測される SINR の累積

分布関数 CDF（Cumilative Distribution Function）を図 4-4 に示す．図 4-4 では，協調

セット内で最も高い品質となる協調基地局（サービング基地局に相当），2 番目および 3 番

目の品質となる協調基地局におけるCSI-RSのSINRのCDFグラフをそれぞれ示す．図 4-4
の結果から，サービング基地局の CSI-RS は高い SINR を確保できていることがわかる．

これは，協調エリア内の基地局は他の基地局が CSI-RS を送信するリソースにおいて送信を

停止することで，それぞれに干渉を与えない効果である．一方で，3 番目の協調基地局から

の CSI-RS は比較的悪い SINR となり，SINR≦0dB 以下となる割合が 64%であった．こ

うした低 SINR の基地局においては，チャネル推定精度劣化から CSI 報告値に誤差が多く

含まれることになる． 
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図 4-4 協調セット内基地局の CSI-RS の SINR 分布 
 
複数 CSI 報告に対する重み付け係数 φの効果 
次に，重み付け係数φに対するスループット特性の評価結果を示す． 図 4-5 では，提案

アルゴリズムを適用した DPS の平均スループットとセル端スループットにおける，協調送

信を適用しないシステム（以下，非協調送信システムと記す）に対する改善量を示す．こ

こで，平均スループットは各端末のスループットの平均であり，端末数を乗算することで

セル全体のスループットに相当する．また，セル端スループットは各端末のスループット

の下位 5%に相当するスループットとする．また，重み付け係数φ=0.0 は複数 CSI 報告に

対する重み付けを適用していないものと同等であり，つまり，従来のスケジューリングア

ルゴリズムによる結果に相当する． 
図 4-5 の結果から，セル端スループットでは，重み付け係数φの増加に応じて非協調送

信システムに対する DPS の改善効果が低下する．これは提案アルゴリズムにおける複数

CSI 報告数に対する重み付けを行うことで，複数 CSI 報告を行う端末，つまりセル端付近

に位置する端末に対して無線リソースを割り当てる確率が低下したためである．重み付け

係数φ≧0.47 と設定すると，セル端スループットにおいて DPS の適用効果がなくなり，従

来システムよりセル端スループットが低下することがわかる．一方で，重み付け係数φの

増加に対して平均スループットが増加するのがわかる．これは，重み付け係数φが大きく

なるに従い，単一 CSI を報告する端末，つまりセル中心付近に位置する端末に対して無線

リソースを割り当てる確率が高くなるため平均スループットが増加するからである．この

ように重み付け係数φに対して，セル端スループットと平均スループットの間にトレード
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オフの関係があることがわかる． 
このセル境界スループットと平均スループットの間のトレードオフに対して，重み付け

係数φの最適値を求めるために，公平性の目安となる PF utility を用いる[4-13]．PF utility
は，次式により示され，各端末のスループットの対数領域の平均により定義される． 
 

 ∑
=

=
N

i
iR

N
U

0
10log101

 (4-3) 

 

ここで， iR は i 番目の端末のスループットを示している．また， N は端末数を示してい

る．この PF utility は各端末のスループットの幾何平均を表している．各端末のスループッ

トはセル中心からセル端までの広い範囲に分布する．算術平均である平均スループットで

は，セル端の低いスループットに比べてセル中心の高いスループットがより大きく影響す

る．これに対してこの PF utility は，このような広範囲のスループットにおいてセル端のよ

うな低いスループットの影響も考慮した評価指標である．図 4-6 は重み付け係数φに対す

るこの PF utility を示したものである．図 4-6 の結果から，重みづけ係数φが 0.1～0.2 に

おいて PF utility が最大となり，この範囲内であれば公平性の尺度はほぼ一定であることが

わかる．この範囲において，セル端スループットは協調通信を適用しないシステムに対し

て 10%以上の改善が確保できている．以上の結果より，重み付け係数φは公平性を確保し

てかつその中で平均スループットが最大となる 0.2 が最適値となる． 
 

 

図 4-5 重み付け係数φに対するスループットの改善量 
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図 4-6 重み付け係数φに対する PF utility  
 
また，図 4-5 の結果は，セル端スループットの改善量を下げることが許容できる場合で

あれば，平均スループットを向上できることを示している．例えば，重み付け係数φ=0.47
とすると，セル端スループットにおいて改善は図れないが，平均スループットは 7.2%改善

できる．これは DPS を適用することで従来のセル端スループットと同程度のスループット

を達成するために割り当てる無線リソース量は少なくてすむために，従来ではセル端の端

末に対して割り当てられていた無線リソースを他の端末に対して割り当てることで平均ス

ループットの改善が得られることになる．これは重み付け係数φにより，システムにおい

て重視する項目がセル端スループットなのか平均スループットなのかを柔軟に制御できる

ことを示している．このように柔軟な制御が行えることも提案アルゴリズムの特徴である． 
 
  

6.160

6.165

6.170

6.175

6.180

6.185

6.190

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

P
F
 U

ti
lit

y

重み付け係数 φ

重み付け係数 φ = 0.1～0.2 で

PF utilityが最大値



76 
 

最適化した重み付け係数 φにおけるユーザスループット特性 
重み付け係数φの効果をさらに確認するために，ユーザスループットの累積分布関数

CDF を用いて検証する．図 4-7 に最適化した重み付け係数φ=0.2 におけるユーザスループ

ットの CDF 特性を示す．図 4-7 には，DPS を適用しない場合（非協調送信システム）の

結果と従来アルゴリズムを用いた DPSを適用した場合の結果も同時に示す．この結果から，

従来アルゴリズムの DPS では，スループットが低い領域において良好な特性を示している

ことがわかる．一方で，提案アルゴリズムの DPS では，DPS を適用しない場合に対してス

ループット全域にわたって改善がみられ，従来アルゴリズムの DPS に対しては中～高スル

ープット領域において改善がみられる．この結果を詳細に分析するために，DPS を適用し

ない場合のスループットに対する改善量を求め図 4-8 に示す．図 4-8 では，図 4-7 におけ

る CDF の各ポイントを横軸に示し，その CDF ポイントにおける改善量を縦軸に示す．図 
4-8 の縦軸における 0%は DPS を適用しない場合のスループットに相当し，従来アルゴリズ

ムの DPS と提案アルゴリズムの DPS における改善量をそれぞれ示す．図 4-8 から，提案

アルゴリズムの DPS では，ユーザスループットの CDF の低い領域（低スループット領域

に相当）において，従来アルゴリズムの DPS のような過度なスループットの改善が抑えら

れていることがわかる．それでも約 10%の改善を確保できている．そして，ユーザスルー

プット CDF が高い領域（高スループット領域に相当）において，従来アルゴリズムの DPS
は DPS を適用しない場合と同等もしくは劣化しているのに対して，提案アルゴリズムの

DPS では約 4%のスループットの改善が得られることがわかる． 
 

 

図 4-7 ユーザスループット CDF 
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図 4-8 ユーザスループットの改善量 

 
 
最後に，前述した PF utility を用いて最適化した重み付け係数φ=0.2 を適用した際の，

スループットを表 4-4 に示す．この表では，DPS を適用しない場合，従来アルゴリズムの

DPS および提案アルゴリズムの DPS について平均セルスループットおよびセル端スルー

プットをそれぞれ示し，加えて DPS を適用しない場合に対する改善量をそれぞれ示す． 
表 4-4 の結果から，提案アルゴリズムの DPS を適用した場合，DPS を適用しない場合

に対してセル端スループットでは 10.05%の改善を確保でき，平均スループットでは 3.47%
の改善が得られる．また，従来アルゴリズムの DPS に対しては平均スループットが 2.92%
改善した． 
 

表 4-4 スループット比較 

方式 
平均セルスループット セル端スループット 

ｽﾙｰﾌﾟｯﾄ [Mbps] 改善量 [%] ｽﾙｰﾌﾟｯﾄ [Mbps] 改善量 [%] 
DPS なし 15.67 - 0.260 - 

従来の DPS 15.75 0.55 0.297 14.16 
提案の DPS 16.43 3.47 0.286 10.05 
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4.5. まとめ 

本章では，基地局間協調通信システムにおけるスループットの向上について述べた． 
基地局間協調通信システムは MIMO通信における基地局の複数アンテナの概念を複数基

地局に拡大したもので，１つの端末に対して複数の基地局が協調してデータ送信すること

でスループットを向上することができる．特に，セル境界の端末において基地局間で発生

する干渉が抑えられるためスループットの向上が期待される． 
協調送信のうち良好な基地局を選択して送信する DPS では，基地局を選択するために複

数の基地局に関するチャネル状態（CSI）を端末側で測定して，基地局側に報告する必要が

ある．従来のスケジューリングでは，複数 CSI を報告する端末は単一 CSI を報告する端末

に比べて優先的に割り当てられてしまい，この複数 CSI 報告端末が過度に割り当てられる

ことでセル平均スループットの低下を引き起こしてしまう． 
本章では，基地局のスケジューリングにおける基地局選定の基準となる PF メトリック算

出において CSI 報告数を考慮した重み付け係数を導入するスケジューリングアルゴリズム

を提案した．この提案アルゴリズムにより，協調送信を適用する端末（複数 CSI 報告端末）

と適用しない端末（単一 CSI 報告端末）が混在する状況において，複数 CSI を報告する協

調通信端末が過剰に割り当てられるのを防ぎ平均スループットの向上が図れる．この提案

アルゴリズムについて複数セルを模擬したシステムシミュレーションによりその効果を検

証した．提案アルゴリズムにより，協調通信を適用しないシステムに対して平均セルスル

ープットでは 3.47%の改善が得られ，セル端スループットでは 10.05%の改善が得られた．

また従来の協調通信を用いたシステムに対しても平均スループットを 2.92%改善できた．

したがって，基地局間協調通信システムにおいて，提案アルゴリズムはセル端スループッ

トの高い改善を確保しつつセル平均スループットを改善できることを示した． 
また，この提案アルゴリズムのパラメータを設定し直すことにより，セル端スループッ

トの改善を抑えることを許容すると平均スループットをさらに向上できることがわかった．

セル端スループットの改善を 0%に抑えた場合，平均スループットの改善量を 7.2%にまで

向上できることをあわせて確認した． 
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5. 結言 
モバイル通信は，生活，経済，文化などあらゆる面において重要な社会基盤の１つに位

置づけられている．そして，スマートフォンなど高機能な端末が出現しその急速な普及に

伴い，通信速度の高速化が強く求められている．また，モバイル通信は電波を利用した通

信技術のため，有線通信に比べて高速伝送を実現するための障害が数多く存在する．例え

ば，電波のマルチパス遅延波による受信信号の歪，伝搬路上の障害物や通信距離による電

界強度の減衰，複数基地局を配置することによる隣接基地局からの干渉などが挙げられる．

このような高速伝送を阻む無線通信環境であっても，モバイル通信に求められる社会基盤

としての側面を考慮すると，安定的に高速伝送を実現する技術が必要不可欠である． 
本論文は，このモバイル通信システムにおける平均スループットの向上に関するもので

あり，送受信間の基本伝送方式を複数組み合わせて利用するマルチポイント通信に着目し

て，その複数の送受信ポイントが相互に協調することによりスループットの向上を図る技

術について述べた．本論文では，このマルチポイントの協調通信について，MIMO 通信技

術，無線中継通信，基地局間協調通信の 3 方式について論じた． 
第 1 章では，本論文についての技術的背景と目的および論文の構成について述べた． 
第 2 章では，送受信双方に複数アンテナを備えるマルチポイント通信である MIMO 通信

におけるスループット向上技術を提案し，その有効性を確認した． 
MIMO 通信は，基地局と端末の双方に複数アンテナを備え，受信側の信号処理によって

分離できる複数の経路（ストリーム）を使って別々のデータを送信することでスループッ

トを向上できる技術である．そして，この MIMO 通信において適応制御を用いることで更

なる高速化を実現できる．MIMO 通信におけるチャネル状態に応じた適応制御方法には，

ストリーム独立制御（MCW：Multiple Code Word）とストリーム共通制御（SCW：Single 
Code Word）がある．第 2 章では，これらの MIMO 通信の適応制御に対してその性能を最

大限引き出すために，最適な干渉抑圧技術として MCW には干渉キャンセラである SIC
（Successive Interference Canceller）を，SCW にはプリコーディングを組み合わせ，さ

らに制御情報を含めたスループット性能の評価手法を提案して評価した．その結果，MCW
では，高 SINR 環境においては各 CW に対して適応制御を行えるため MIMO チャネルを最

大限活用でき高い周波数効率を実現できることを明らかにした．一方で，低 SINR 環境に

おいては SINR 測定精度の劣化と適応制御に要するオーバーヘッドが増加する課題を明ら

かにした．次に，この課題に対して，4 アンテナ送信，4 アンテナ受信の MIMO 通信にお

いて，2 ストリームに 1CW を割り当てることで CW 数を減らした MCW（2CW-MCW）を

提案した．さらにストリーム間の品質差を考慮して 1CW を最適な 2 ストリームに割り当て

ることで，制御情報のオーバーヘッドの上昇なしに性能の向上ができることを示した．こ

の 2CW-MCW では，低 SINR 領域において，MCW より 20.0%周波数効率を改善でき，SCW
に近い性能であった．また，高 SINR 領域では，2CW-MCW は MCW より 3.0%の周波数
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効率が改善できた．これは，CW 数が半減したことで制御情報のオーバーヘッドの減少が寄

与したものである．このように，提案方式である 2CW-MCW は，低 SINR 領域から高 SINR
領域に渡って高いスループット（平均で 11.5%の改善）を実現し，基地局近傍からセル境界

付近に至るシステム全体の範囲にわたって有効な方式であることを示した．また，通信シ

ステムにおいて通常運用される状況において重要となる高 SINR 領域において，提案方式

は特に高い周波数利用効率を示す有効な方式である． 
第 3 章では，基地局と端末間の通信を無線中継する無線中継通信におけるスループット

向上技術を提案し，その有効性を確認した． 
無線中継通信は，基地局から遠い場所や建物内など基地局からの電波状況が悪い端末に

対して，基地局からの信号を中継通信することでスループットを向上することができる．

端末では基地局からの経路と中継局からの経路といった複数の経路を利用できる観点から，

無線中継通信はマルチポイント通信となる．また，中継局を複数設置することで多くの端

末において恩恵が得られる一方で，中継局間が相互に干渉を与えてしまいスループット低

下を引き起こしてしまう．そこで，この第 3 章では，中継局を複数設置した場合に発生す

るセル間干渉を低減する制御方法を提案した．中継局は，基地局からのデータを受信する

バックホールサブフレームの区間において端末に対するデータ送信を停止する．提案方式

はこの中継局が送信停止するバックホールサブフレームに着目したもので，このバックホ

ールサブフレームのタイミングを制御することで中継局が他セルに与える干渉を低減する．

本論文ではこのセル間干渉低減方式について 2 つの方式を提案した．提案方式 1 は基地局

が個別にバックホールサブフレームのタイミングを設定する方式であり，提案方式 2 は中

継局が個別にバックホールサブフレームのタイミングを設定する方式である．これらの提

案方式について，複数セル環境を模擬したシステムシミュレーションにより定量的評価を

行った．その結果，基地局間でバックホールサブフレームを同じタイミングに設定する従

来方式と比較して，提案方式 1 はマクロセル端末におけるセル間干渉の低減効果が高く，

このマクロセル端末における受信 SINR を大きく改善できることがわかった．また，提案

方式 2 はリレーセル端末におけるセル間干渉の低減効果が高いことがわかった．そして，

スループットによる評価を行った結果，中継局を適用しないシステムに比べて中継局を適

用することでシステムの平均スループットが 15.0%以上，セル端のスループットでは 0.9%
以上改善できることを明らかにした．さらに，提案方式 1 では平均スループットの改善は

17.0%，セル端スループットの改善は 2.3%であり，この方式が効果的なセル間干渉抑圧方

法であることを示した． 
第 4 章では，基地局間協調通信におけるスループット向上技術を提案し，その有効性を

確認した． 
基地局間協調通信は，MIMO 通信における送信点の概念を基地局に拡大したマルチポイ

ント通信で，1 つの端末に対して複数の基地局が協調して送信することでスループットを向

上することができる．特にセル境界の端末において，基地局間で発生する干渉が抑えられ
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るためスループットの向上が期待される．このような協調送信では，複数の基地局に関す

るチャネル状態（CSI：Channel State Infomation）を端末側で測定し，基地局側に報告す

る必要がある．この時，従来のスケジューリングでは，複数 CSI を報告する端末は単一 CSI
を報告する端末に比べて優先的に割り当てられてしまい，この複数 CSI 報告端末が過度に

割り当てられることでセル平均スループットの低下を引き起こしてしまう．この第 4 章で

は，下り回線の基地局間協調通信において，スケジューリングにおける Proportional 
Fairness（PF）メトリック算出において CSI 報告数を考慮した重みづけ係数を導入するス

ケジューリングアルゴリズムを提案した．この提案アルゴリズムにより，複数基地局の協

調送信を適用する端末と適用しない端末が混在する状況において，複数 CSI を報告する協

調通信端末への過剰な割り当てを抑制することでセル平均スループットを向上できること

を示した．この提案アルゴリズムについて，複数セル環境を模擬したシステムシミュレー

ションを用いてその効果を評価した．提案アルゴリズムにより，協調通信を適用しないシ

ステムに対して平均セルスループットでは 3.47%の改善が得られ，セル端スループットで

は 10.05%の改善が得られた．また従来アルゴリズムを用いたシステムに対しても平均スル

ープットを 2.92%改善できた．したがって，基地局間協調通信システムにおいて，提案ア

ルゴリズムはセル端スループットの高い改善を確保しつつセル平均スループットを改善で

きることを示した．また，この提案アルゴリズムのパラメータを設定し直すことにより，

セル端スループットの改善を抑えることを許容すると平均スループットをさらに向上でき

ることがわかった．セル端スループットの改善を 0%に抑えた場合，平均スループットの改

善量を 7.2%にまで向上できることをあわせて確認した． 
 
本論文では，マルチポイント協調通信における基本的な 3 つの構成である MIMO 通信，

無線中継通信，基地局間協調通信において，これまでにない新しい構成による協調通信に

より平均スループットの向上を実現する技術の提案を行った．これら 3 つの提案技術は各々

が独立な技術であるため，それぞれを組み合わせて用いることも可能である．例えば，

MIMO 通信の提案技術は，無線中継通信や基地局間協調通信における基地局，中継局，端

末の間の個々の通信に用いることができる．また，無線中継通信システムにおいて基地局

と中継局の間の協調通信や中継局間の協調通信として用いることも可能である．これら 3
方式を統合して用いることで平均スループットは 35.7%の改善が得られる．次に 3 つの提

案技術についてスループット向上における効果の観点と，実装の観点について比較する．

効果の観点では，第 2 の無線中継通信における提案技術が最も高い性能が得られる．また 3
つの提案技術ではそれぞれが特徴的な効果を有している．MIMO 通信技術における提案技

術は，基地局と端末の個々の通信におけるスループット向上に効果があり，通信システム

の基盤となる要素技術における効果である．また，無線中継通信における提案技術では，

無線中継を用いた通信システムにおけるスループット向上に効果があり，通信システムの

更なる改善を目指した拡張システムにおける効果である．そして，基地局間協調通信にお
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ける提案技術も，同様に拡張システムにおける効果である．さらにこの基地局間協調通信

における提案技術では，各端末への無線リソース割当の平準化の効果も得られる．次に実

装の観点について比較する．これら 3 つの提案方式はいずれもハードウエアの変更なしに

ソフトウエアの変更のみで実装が可能である．第 1 の技術では端末のソフトウエア変更で，

第 2 の技術では中継局と基地局のソフトウエア変更で，第 3 の技術では基地局のソフトウ

エア変更により提案技術の実装が可能である．基地局と中継局は端末に比べ局数が限定さ

れかつ管理も容易であるために各技術の実装は第 3 の技術，第 2 の技術，第 1 の技術の順

で容易である．また，第 1 の技術では，その技術を搭載した端末自体がその処理を行うの

みであり，その技術を搭載していない端末に対して悪影響を与えることはない．つまり第 1
の技術を搭載した端末と搭載しない端末は共存が可能であり，新規に投入される端末が第 1
の技術を搭載した端末となり順次搭載しない端末から置き換わることでスムースな移行が

可能となる． 
また，本論文の提案技術により平均スループットの 35.7%の向上が得られるが，これは

携帯電話システムにおける接続端末数の 35.7%の増加となる．これは携帯電話オペレータ

におけるシステム展開の投資コストを圧縮することができ，これによりユーザの通信コス

トを低減することが可能となる．このように本提案技術は産業界においてインフラ投資の

観点および消費者の観点から携帯電話におけるコスト低減に大きく貢献できるものである．

さらに，本論文の提案技術は，国際標準の移動通信システムである LTE およびその後継シ

ステムである LTE-Advancd において検討したものである．MIMO 通信の提案技術におけ

る 2CW-MCW の固定割当方式が LTE の MIMO 通信方式として定められている．また，無

線中継通信と基地局間協調通信における提案方式は，2015 年ごろに運用開始が予定されて

いる LTE-Advanced において実用化に向けた検討が進められている．また，本論文の提案

技術であるマルチポイント協調通信に関して関連特許を 10 件出願している．このように本

論文の提案技術は，携帯電話システムにおける技術の発展に貢献してきており，また今後

の貢献も期待できる． 
以上のように，携帯電話システムにおいて平均スループットの最大化を目指した複数の

基本伝送方式を組み合わせたマルチポイント協調通信が性能および実装容易性において高

い有効性を有していることから，本論文は携帯電話システムの発展において 1 対 1 の通信

から脱却して新しいマルチポイント協調通信のシステム構成を開拓し平均スループットの

更なる向上を達成した． 
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